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はじめに 

 
 我が国では、気候変動による様々な影響に対し、政府全体として、整合のとれた取

組を計画的かつ総合的に推進するため、平成 27 年 11 月 27 日、「気候変動の影響への

適応計画」（以下「政府適応計画」という。）が閣議決定された。 

 不確実性を伴う長期的な課題である気候変動の影響に対して適切に対応するために

は、本計画の進捗状況及び最新の科学的知見の把握を継続して行い、本計画の進捗管

理を行うことが必要である。しかし、すでに適応計画を策定している諸外国において

は、適応計画の進捗管理を行う方法の開発に当たって多くの課題が指摘されており、

我が国においてもこれらの知見や経験が不足している。 

 このため、政府適応計画では、「第 1 部 計画の基本的考え方」の「第 3 章 基本的な

進め方」において、「（4）計画の進捗管理と見直し」を挙げ 1、本計画の策定後、1年
程度を目途に、諸外国における適応計画の進捗管理の方法について調査を行うととも

に、その結果も踏まえ、計画的に、適応策の進捗状況を把握する方法の検討を行うこ

ととしている。 

これらの背景を受けて、本調査は、諸外国における適応計画の進捗管理の実施状況

やその方法、課題を整理し、その成果を我が国における政府適応計画の進捗管理方法

の検討に活かすことを目的として実施した。 

 具体的には、まず、諸外国における適応計画の策定・進捗管理の動向として、経済

協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development: OECD）及び欧

州環境庁（European Environment Agency: EEA）の報告書から OECD 加盟国及び欧州各

国の適応計画の策定・進捗管理の状況や課題を整理した。次に、各国の中で先行して

進捗管理の体制構築や具体的な方法の検討を進め、すでに進捗管理の実施フェーズに

移行している英国、ドイツ、フランス、米国、韓国の 5 ヶ国を対象とし、以下の項目

について、より詳細に調査した。 

 進捗管理を含む適応政策の体制 

 適応計画等で示している進捗管理の方針 

 適応計画等の進捗評価手法検討のプロセス 

 適応計画等の進捗評価の実施状況 

調査に当たっては、各国の適応計画や進捗管理に関連した報告資料、関連するウェ

ブサイト等を参照した。 

                                                           
1 気候変動の影響への適応計画、p.16、（4）計画の進捗管理と見直し（計画の進捗管理） 
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1. 諸外国における適応計画の策定・進捗管理の動向 

 
 諸外国における適応計画の策定・進捗管理の動向として、経済協力開発機構

（OECD）及び欧州環境庁（EEA）の報告書からOECD加盟国の適応計画策定の状況・

課題や、欧州各国の適応計画の進捗管理の状況・課題を整理した。 

 
1.1.  OECD 加盟国における適応計画の策定状況と課題 

 OECD は、2013 年に OECD 加盟国の適応政策の実施状況等を取りまとめた報告書

「National Adaptation Planning – Lessons from OECD Countries」2を公表している。同報告

書 で は 、 OECD 加 盟 国 が UNFCCC に 提 出 し て い る 国 別 報 告 書 （ National 
Communications: NC、以下「国別報告書」という。）に基づき、OECD 加盟国の国別報

告書における適応の記載内容や適応戦略・適応計画の策定状況等を分析している。 

各国の適応戦略・適応計画の策定状況については、両者の違いを以下のように定義

した上で、一覧表に整理している（図表 1.1-1）。 

 適応戦略：政府全体としての取組や政府の方針、関係機関の調整、適応に関する

根拠やツールの普及を支援するもの。特定の適応策の提示ではなく、適応能力や

適応するための環境、根拠の基礎の向上を目的とする。 
 適応計画：適応戦略で収集した根拠等に基づき、具体的な適応策を示したもの。

韓国のように、適応戦略・適応計画の両方の要素を兼ね備えた計画を策定する国

も見られる。 

 報告書が作成された 2012 年末時点では、34 ヶ国中 18 ヶ国が適応戦略を策定・公表

しており、そのうち 10 ヶ国（オーストリア、デンマーク、フィンランド、フランス、

ドイツ、韓国、メキシコ、オランダ、トルコ、スペイン）は適応計画も策定済み、7ヶ
国（ベルギー、チリ、ハンガリー、アイルランド、ポルトガル、スイス、英国）は適

応計画を策定中であった。 

 

 

 

 

                                                           
2 OECD, 2013, National Adaptation Planning, Lessons from OECD Countries; http://www.oecd-
ilibrary.org/docserver/download/5k483jpfpsq1.pdf?expires=1470463137&id=id&accname=guest&checksum=5A3D
98BC10DB39968287B3F1A1958855 
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図表 1.1.1 OECD 加盟国の適応戦略・適応計画の策定状況（2012 年 12 月時点） 
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上記の加盟国全体の動向に加え、同報告書では、英国、米国、メキシコの 3 ヶ国に

焦点をあてたケーススタディを行っている。英国は適応の取組が最も進んでいる国の

一つとして、米国は国土の気候多様性や政府連邦制の特性を反映して州・地域が強力

な役割を果たす国の例として、メキシコは近年適応の取組を開始した中進国の例とし

て選ばれたもので、各国の適応計画策定の経緯、計画の構造、これまでの成果と課題

等が整理されている。 

さらに、これら 3 ヶ国のケーススタディや 2012 年に OECD が開催した気候変動適応

に関する政策フォーラムでの議論等も踏まえ、最後に、適応戦略・適応計画の策定・

実施におけるこれまでに得られた教訓を「証拠の準備」「戦略計画立案」「計画の実施」

の 3 つの観点で整理している。以下にその概要を示す。 

＜証拠の準備＞ 

 適応能力 

 適応に関する能力の強化や気候変動に関する情報の提供は適応に取り組む環境

を整備するために重要であり、多くの国の適応計画でも焦点があてられている。

気候予測や影響評価への投資が必要であるが、公共・民間セクターの能力の強

化には未だ不十分な状況にある。気候変動予測結果・データへのニーズを理解

し、利用者にとって利用し易い形式で提供することが課題となっている。 

 気候変動に関する利用可能な情報・データと、意思決定者が必要とする情報・

データとの間に不釣合いが生じている可能性がある。研究者と利用者間のコミ

ュニケーション不足が大きな原因として挙げられるが、英国の英国気候影響プ

ログラム（UK Climate Impact Programme: UKCIP）のように、データの作成者と

利用者の橋渡しを行う境界組織（Boundary organisation）を設置し、これを解決

しようとする事例が見られる。 

 報告書で取り上げられたケーススタディからは、能力の制約を克服するための

取組が見られる。メキシコでは地方公共団体の職員向けの教育プログラムを構

築し、米国ではホワイトハウス環境諮問委員会が政府関係機関の適応計画策定

を支援する指針を作成しているほか、政府関係機関間の情報共有や能力開発を

目的とするワーキンググループを設置している。英国では UKCIP が民間事業

者を支援するツールを提供している。この他にも OECD各国では、様々な適応

能力を強化するアプローチがとられている。 

＜戦略計画立案＞ 

 国レベルでの調整（Co-ordination） 

 多くの国では適応計画において、様々な主体が実施する具体的な適応策を示し
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ているため、それらの主体が実施する施策を効果的に管理・調整する必要が生

じている。 

 OECD 各国では共通して、適応を監視し、調整するメカニズムを構築するアプ

ローチが取られている。調整を行う組織の構成は各国の状況に応じて様々であ

る。報告書作成の 2012 年末時点で、24 の OECD 加盟国が調整組織を設置して

おり、そのうち 21 ヶ国は環境省や政府省庁の気候変動関連部門が主導して調

整組織を設置している。 

 ステークホルダーの関与 

 OECD 各国の政策立案者は、戦略検討や政策設計の段階で様々なステークホル

ダーが関与することの重要性を認識している。ステークホルダー関与は、政策

立案の質の向上に加えて、適応に関する理解や認識を向上させるために重要と

なると考えられている。 

 OECD 各国の共通的な特徴として、主要なステークホルダーや一般市民から意

見を求める協議の場を設けていることが挙げられる。例えばオーストリアでは、

専門家協議や関連団体とのワークショップの実施、インターネット上での意見

募集等を行っている。いかに多数のステークホルダーの意見を集めるかが、多

くの政府で課題となっている。 

 計画の構造 

 適応計画の検討段階で、実施する適応策をどのように取りまとめるかを検討す

る必要がある。各省庁の既存の責務に沿って検討することにより、適応策実施

の責任を明確化することが可能となるが、関係省庁間の連携が少なくなるリス

クが生じる（分野横断・相互作用部分を落としやすく、従来型の部門別管理に

陥ったり、施策の重複あるいは矛盾に直面してしまう）。 

 関係省庁間の連携を図るために、2 つ以上の分野を組み合わせた分野横断的な

項目を適応計画に設けることが、OECD 各国の共通的なアプローチとして挙げ

られる。 

 優先付け 

 適応策の選択・優先付けが、適応計画の検討において重要になる。政府は気候

上、また経済上重大な影響を特定する必要がある。また公的資金を効果的に使

用するために課題や対策の優先付けを行う必要がある。 

 OECD 各国では、いくつかの国で適応策の優先付けのアプローチが取られてい

る。例えばスイスでは、気候変動影響の重大性や適応策の必要性を評価する 3
つの基準を設定し、個別分野の適応策の優先付けを行っている。また英国では、
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気候変動影響評価報告書で優先付けした重大な気候変動リスクを国家適応プロ

グラムの検討に反映している。 

＜計画の実施＞ 

 適応策実施に係るファイナンス 

 ほとんどの適応戦略・適応計画では、資金調達について明確に示していな

い。3 ほとんどの国で明示されていない理由として、適応に係る費用対効果の

データが不足していることが挙げられる。 

 現状で政府が優先している事項と適応の目的とを合致させることが重要になる。

また、適応の資金の制約があることで、民間との連携、民間資金の活用が重要

になる。 

 戦略・計画のモニタリングと評価 

 OECD 加盟国で具体的な戦略・計画のモニタリング・評価手法を構築している

のはまだ少数である。この理由として、多くの OECD加盟国が適応戦略・計画

実行の初期段階にあることが挙げられる。 

 フィンランドやフランス、ドイツ、英国は具体的なモニタリング・評価手法を

検討しているが、適応策のアウトカム（適応策実施による脆弱性の低減度合い

等）よりも、適応策のプロセス（気候変動リスク評価を行った政府関係機関の

数等）のモニタリングに焦点を当てている傾向にある。 

 モニタリング・評価に係る課題としては、評価に使用するベースラインの設定、

適応策の効果の特定、データ収集の方法・費用、気候変動の長期的視点が挙げ

られる。これらが課題となり、ほとんどの国ではアウトカムを測るアプローチ

による適応策の評価が行われていない状況にある。 

 

  

                                                           
3 OECD の報告書「National Adaptation Planning – Lessons from OECD Countries」では、「フランスの適応計

画では適応策の費用に関して示している」としているが、実際には、フランスの国家気候変動適応計画

2011-2015 では、個別具体の適応策に係る費用の試算は不可能であるとし、適応計画全体の実施に必要な

概算費用の試算にとどまっている。 
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1.2. 欧州各国における適応計画の進捗管理の状況と課題 

OECD の報告書からも明らかなように、欧州では多くの国が既に適応戦略・適応計

画の策定を進めており、この背景には欧州委員会（European Commission: EC）が欧州

各国の気候変動影響評価・適応計画策定の取組を強力に主導してきた経緯がある。EC
は 2000 年から欧州気候変動プログラムを開始し、EU 適応戦略の策定に向けた枠組・

ステップを示した白書や影響評価報告書等を作成してきた。2013 年には EU 適応戦略

パッケージ 4として、より包括的に適応戦略、影響評価等に関する複数の文書を公表し、

EU 諸国の影響評価、適応計画に一定の方向性を与えている。そのため、欧州では、適

応戦略・適応計画の策定からさらにその先の、計画の実施や進捗管理のフェーズに進

み、進捗管理の体制構築や具体的な進捗管理手法の検討を通じ、様々な課題を含めて、

知見を蓄積しつつある国がみられる。 

このような背景の下、EU の環境専門機関である EEA は、2015 年、欧州各国の適応

計画の進捗管理に関する報告書 5を取りまとめ、公表している。同報告書では、欧州各

国の適応計画の進捗管理の目的、実施体制、実施手法等が分析されており、OECD の

報告書以降の国レベルにおける適応計画の進捗管理に関する最新知見が示されている。 

同報告書における整理結果を参考として、図表 1.2-1 に、欧州各国の適応政策及び進

捗管理の実施体制、進捗管理の検討・実施状況等を整理した。ただし、英国、ドイツ、

フランスについては、本調査で独自に収集した情報に基づき記載している。  

                                                           
4 EU Adaptation Strategy Package; http://ec.europa.eu/clima/policies/adaptation/what/documentation_en.htm 
5 EEA, 2015, National monitoring, reporting and evaluation of climate change adaptation in Europe; 
http://www.eea.europa.eu/publications/national-monitoring-reporting-and-evaluation 
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図表 1.2-1 欧州各国の適応計画の進捗管理の体制・実施状況 

国 適応政策及び進捗管理の実施体制 進捗評価指標の検討状況／進捗評価の実施状況 

オーストリア  農林環境水資源管理省が適応政策を主導し、関係省庁間の調

整も行う。 
 オーストリア環境局が適応計画のモニタリング・評価を行

う。 

 適応戦略で対象とする 14 分野について、適応のプロセス、

アウトプット、アウトカムを測る 45 の定性的・定量的指標

が設定されている。 
 2015年 10月に適応戦略の進捗評価報告書をオーストリア内

閣が承認している。 
ベルギー  環境省が適応政策を主導し、国家気候委員会（関係省庁、地

方公共団体の代表で構成）で関係省庁間の調整を行う。 
 国家気候委員会の下、国家適応ワーキンググループ（関係省

庁、地方公共団体の代表で構成）で適応計画のモニタリン

グ・評価を行う。 

 今後策定される適応計画で、各適応策に定性的・定量的指

標を設定し、進捗評価が行われる予定である。 

フィンランド  農林省が適応政策を主導し、関係省庁間の調整も行う。 
 国家適応計画モニタリンググループ（関係省庁、研究機関、

地方公共団体の代表等で構成）で適応計画のモニタリング・

評価を行う。 
 
 

 2009年と 2013年に実施された適応戦略の進捗評価では、各

分野適応の進捗状況を 5 段階で評価している。2013 年に実

施された評価結果が、2014 年に策定された適応戦略に反映

されている。 
 適応戦略の進捗評価指標の検討は、2015 年に開始されてい

る。 
フランス  エコロジー・持続可能開発・エネルギー省が適応政策を主導

しており、関係省庁間の調整・連携を目的とした組織は設置

されていない。 
 国立温暖化影響観測所が適応計画のモニタリングを行い、環

境・持続可能な開発監察局が適応計画の最終評価を行う。 

 適応計画で対象としている 19 分野と横断的分野の進捗状況

のモニタリングが毎年実施されている。 
 2013 年に適応計画の中間評価、2015 年に最終評価が行われ

ている。 

ドイツ  環境・自然保護・建設・原子炉安全省が適応政策を主導し、

政府内適応ワーキンググループ（全省庁の代表で構成）で関

係省庁間の調整を行う。 
 環境庁及び気候影響・適応センターが適応戦略のモニタリン

グを行い、政府内ワーキンググループで進捗評価を行う。 

 気候変動影響と適応の状況を報告するために、107 の進捗

評価指標が構築されている。 
 2015 年 5 月には、政府内ワーキンググループが進捗評価指

標に基づくモニタリング報告書を公表し、2015年 11月には

モニタリング結果を反映させた適応戦略の進捗評価報告書
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国 適応政策及び進捗管理の実施体制 進捗評価指標の検討状況／進捗評価の実施状況 

が公表されている。 
リトアニア  環境省が適応政策を主導し、関係省庁間の調整も行う。 

 適応計画のモニタリング・進捗評価も環境省が行う。 
 指標に基づく進捗評価の検討が行われている。6 分野を対

象に、定性的な評価指標を中心に検討される予定である。 
 2 年おきに適応戦略の実施状況を議会に報告している。 

オランダ  社会基盤環境省が適応政策を主導し、関係省庁間調整を行

う。 
 政府系研究機関の環境評価局が適応計画のモニタリング・進

捗評価を行う。 

 合計で 41 の定性的・定量的進捗評価指標を検討中である。 

スペイン  農林環境省の気候変動局が適応政策を主導し、関係省庁間の

調整も行う。 
 気候変動政策調整委員会（関係省庁や関係機関、地方公共団

体の代表で構成）と、その下に設置した影響・適応ワーキン

ググループで適応計画のモニタリング・進捗評価を行う。 

 影響、脆弱性、適応に係る進捗評価指標を検討中である。 

スイス  連邦環境局が適応政策を主導し、関係省庁間の調整も行う。 
 適応計画のモニタリング・進捗評価も連邦環境局が行う。 

 新しい進捗評価指標の検討は行わず、適応や気候変動リス

クに関連する既存のデータを活用して評価を行う方法の検

討が行われている。検討状況は分野により異なる。 
英国  環境食料農村地域省が適応政策を主導し、国内適応委員会

（関係省庁の代表で構成）で関係省庁間の調整を行う。 
 適応小委員会（環境食料農村地域省が設置、有識者を中心に

構成）が国家適応プログラムのモニタリング・進捗評価を行

う。 
 

 国家適応プログラムの進捗評価を行う法定義務により、気

候変動委員会が国家適応プログラムの進捗評価指標を構築

している。進捗評価指標は気候変動小委員会の調査・分析

結果に基づき構築されている。 
 2015 年 6 月に法定報告書となる適応計画の進捗評価報告書

が議会に提出されている。2015年 10月には進捗評価報告書

に対する政府の見解をまとめた報告書が公表されている。 
※National monitoring, reporting and evaluation of climate change adaptation in Europe（EEA, 2015）Table2.1 及び Table2.5 を加工して作成。ただし、英国、フラ

ンス、ドイツについては、本調査の調査結果を基に作成。
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 さらに同報告書では、欧州各国の適応計画の進捗評価の体制及び実施方法の主な特

徴・課題として、以下が指摘されている。 

 適応計画の進捗評価の実施体制の特徴 

 中央省庁が適応を主導する国、あるいは委員会等を設置し適応を主導する国

の 2種類に分類できる。中央省庁が主導する場合、環境省や環境を所管する省

庁が主導役となる。委員会等を設置する場合、関係省庁の代表で構成する国

が多く、有識者やその他団体の代表が委員会に参加する国も一部で見られる。 

 欧州のほとんどの国では、適応政策実施の責任を有する組織（環境省か、適

応政策の実施・調整を目的に設置された委員会）が同時に進捗評価の責任主

体にもなっている。 

 一方で、適応政策実施の責任主体と進捗評価の責任主体が異なる国もある。

例えば英国では、気候変動や科学、経済分野の有識者で構成される適応小委

員会を設置し、進捗評価方法の検討や議会への進捗状況の報告、関係省庁へ

の助言を行っている。このように、透明性や信頼性等を担保するために、外

部組織が進捗評価を行う手法もいくつかの国で見られる。 

 適応計画の進捗評価手法の特徴 

 2014 年時点で、適応計画を策定する 22 ヶ国のうち 10 ヶ国が気候変動影響、

リスク、適応策の進捗評価指標を検討・構築している。 

 適応計画で示している分野・項目に沿って進捗評価指標を検討・構築してい

る国が多く見られる。例えばドイツでは、ドイツ適応戦略に沿って、13 分野

と 2つの横断的分野を対象に進捗評価指標を構築している。進捗評価指標を構

築している国でも、現時点では、定性的な指標が中心である。 

 進捗評価指標の検討・構築は多くの国で、適応政策の実施主体か、進捗評価

の実施主体が中心となって行っているが、いずれの国でも有識者や関係分野

のステークホルダー、関係機関等の多様なステークホルダーがモニタリング

やデータの収集に協力している。多様なステークホルダーが関与する理由と

しては、1.進捗評価指標が目的にかなったものであるかを確認するため、2.デ
ータ収集の実行可能性を確認するため、3.透明性や独立性を担保するためが挙

げられている。 

 ほとんどの国では、気候変動影響や脆弱性、適応策の適切性に関連する既存

の指標を集めて進捗評価指標を構築している。そのため、指標の適切性やデ

ータの利用可能性を確認する上で、多様なステークホルダーの関与が重要と

なっている。 
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 欧州各国は適応策の効果、効率性、公平性の評価の重要性を認識し、適応計画の進

捗管理方法の検討を進めているものの、現状では進捗管理の方法や体制を確立し、実

際の評価まで行っている国は少数に限られる。適応計画の進捗管理方法の検討にあた

っての課題として、報告書では以下を指摘している。 

 不確実性 

気候システムに関する理解の不確実性のほかに、気候変動影響により誰がどこで

影響を被るかといった社会・経済・環境的要因に不確実性がある。このような不確

実性により、適応政策や適応策の適切性の評価が困難となる。 

 長期的なタイムフレーム 

気候変動は一般的な事業や政策の管理サイクルを超えて、長期的に生じる。その

ため、適応に関する意思決定が最適であったかを把握するためには長期間を必要と

する。また、社会的価値や社会状況等が将来に渡って変化するため、現時点で適切

と考えられる意思決定が将来においても適切であるとは限らない。 

 評価基準の構築 

長期的なタイムスケールや不確実性、気候要因と非気候要因の複雑性等、適応を

取巻く環境は動的であるため、適応策の進捗状況を測る適切な評価基準の設定が困

難である。 

 適応策の効果 

不確実性や気候変動影響の長期的なタイムスケールにより、適応策がもたらした

効果を評価することが困難である。 

 普遍的な目標の欠如 

気候変動緩和の場合、温室効果ガス排出量や削減量に焦点をあて、共通的に定量

的な進捗評価を行うことが可能である。しかし適応の場合、明白で普遍的な目標や

指標が存在しないため、モニタリングや評価を行う対象が多様である。 

 多様なコンセプト・定義 

適応は一言で、1.適応するための行動、2.適応するためのプロセス、3.リスク低

減につながるプロセスの成果、の 3 つを意味し、適応の能力の向上や適応計画の検

討、適応策等の幅広い意味合いを含む。また時には強靭化や脆弱性の低減、危険水

準の変更等の呼ばれ方もされる。用語により適応の視点に若干のずれがあり、何を

進捗評価し把握するのかが、捉える視点により異なってくる。 

 利用可能なデータ 
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理想的な適応の指標は、データが測定可能であり、比較可能で、広範囲において

適用できるものである。しかし、同じフォーマットや同じ規模、一貫した時間軸の

データが入手可能であるとは限らない。また、適応のモニタリングでは、土地利用

や住宅政策、医療サービス等、適応以外の目的で収集されたデータを使用すること

が必要になるため、適応の指標のデータとして最適なデータを収集することが困難

である。 

 資源の制約 

適応に関する情報を収集・分析するために必要な資源が多くの場合限られている

ため、何をモニタリングし評価するのか、誰がどのようにモニタリングや評価を行

うのか、どのようなフォーマットでモニタリングや評価の結果を共有するのか、調

整（妥協）することが必要となる。 

 

以上の OECD 及び EEA の報告書に見られるように、先行して適応計画を策定した国の

一部で、進捗管理の実施体制や指標を用いた進捗評価の手法を構築し、進捗評価が行

われつつあるものの、これらの適応計画の進捗管理方法は未だ検討段階にある。進捗

管理方法の検討を進める上で各国が直面する課題としては、気候変動影響の不確実性

や適応策がもたらす効果の把握の困難さ、指標となるデータの利用可能性等が挙げら

れている。 

次章以降では、欧州の中でも先行して精緻な進捗管理の方法を検討している英国、

ドイツ、フランス、また、欧州各国とは異なり、大統領令の下で各政府関係機関が個

別に適応計画の策定及び進捗管理を実施している米国、さらに、アジア近隣国の中で、

我が国同様、適応戦略の要素を兼ね備えた適応計画を策定している韓国の 5 ヶ国を対

象として、適応計画の進捗管理の体制、方法、実施状況等を整理・分析した。 
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2. 英国における適応計画の進捗管理方法 

 
2.1. 適応計画の進捗管理の概要 6 

 英国における適応計画策定と進捗管理の指標構築のプロセスを図表 2.1-1 に、適応計

画の進捗管理の概要を図表 2.1-2 に示す。 

図表 2.1-1 英国における適応計画の実施と進捗管理のプロセス 
（各種資料より作成、図表中、法令を緑枠、適応計画を橙枠、影響評価報告書を赤枠、 

進捗評価報告書を青枠で示している。） 

 
 

                                                           
6 本文中、ゴシック下線で示している報告書・文書は初出時に脚注に URL を記載している。 

英国気候変動法 
（2008.11） 

・影響評価報告書、国家適応計画の 
策定、適応報告指令の実施を規定 

・気候変動委員会（CCC）、気候変

動小委員会（ASC）の設置を規定 
 

国家適応プログラム

（NAP） 
（2013.7. 英国政府） 

 

第 2 次国家適応プログラム  
（2018 策定予定. 英国政府） 

気候変動リスク評価

（CCRA） 
（2012.1. Defra） 

 

ASC による進捗 
評価手法の検討 
（2008～. ASC） 

  

ASC 年次報告書 
（2010～2014. 

ASC） 
・進捗評価の枠組み

の検討 
・各分野の進捗評価 
指標の検討 

 

進捗評価指標草案 
（パブリックコメント. 

2014.7～9. ASC） 

CCRA2 
（2017.1 公表予定. Defra） 
  

進捗評価報告書「気

候変動への備えの進

捗：2015 年議会へ

の報告」  
（2015.6. ASC） 

 

気候変動委員会に対する 
政府の回答 

 （2015.10. 英国政府） 
 ・進捗評価報告書を受けて 
今後の政府の方針を提示 

第 2 次進捗評価報告書 
（2017.6 公表予定. ASC） 
  
 

第 2 次気候変動 
リスク評価

（CCRA2） 
エビデンスレポート 

（2016.7. ASC） 
・関係省庁にリスク評

価の根拠を提供 
  

適応報告指令 
（ARP） 

（2009～.環境食料農村地

域省（Defra）） 
・公共事業者に気候変  
 動影響や実施する適  
 応策の報告を義務付け 
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図表 2.1-2 英国における適応計画の進捗管理の概要 

関係法令等 英国気候変動法（UK Climate Change Act 2008） 
適応計画 国家適応プログラム（National Adaptation Programme） 

進捗管理に関する報

告書 

気候変動の備えに対する進捗：2015 年議会への報告（Progress 
in preparing for climate change: 2015 Report to Parlimanent）（2015
年 6 月） 

進捗管理の頻度 最初の進捗評価報告書を適応プログラム策定後 2 年以内に作

成、以降、2 年おきに評価を実施。 

進捗管理の実施状況 
2015年 6月に最初の進捗評価報告書を公表済み。2017年に 2回
目の進捗評価が実施され、2018年に第 2次国家適応プログラム

が策定される予定。 
評価機関 適応小委員会（Adaptation Sub Committee: ASC） 

調査表や総括表のフ

ォーマット 

 環境食料農村地域省（Department of Environment, Food & 
Rural Affairs: Defra）が各適応策の実施主体に進捗状況を確

認するフォーマット 
 各分野の適応策の進捗状況を示したグラフ 
 分野ごとの優先的適応について 3 つの観点で評価した総括

表など 
 

 英国では、2008 年に制定された 英国気候変動法（UK Climate Change Act 2008）7に

基づき、2013 年に国家適応計画に相当する 国家適応プログラム（National Adaptation 
Programme: NAP）8が策定されている。適応計画の進捗管理方法の検討は、2008 年以

降、気候変動法に基づき設置された、適応小委員会（Adaptation Sub Committee: ASC）
により行われている。検討過程では、大学や研究機関、コンサルタント、関係省庁が

指標構築に協力し、2014 年に、検討した進捗評価指標のとりまとめを行い、評価指標

の草案に関するパブリックコメント（Call for evidence: draft adaptation indicators）9

が実施されている。 

 2015 年 6 月には、NAP の進捗評価報告書（法定報告書）に相当する気候変動への備

えの進捗：2015 年議会への報告（Progress in prepareing for climate change: 2015 
Report to Parlimanent）10が英国議会に提出・公表されている。進捗評価報告書では、

NAP で示されている全 371 の適応策の進捗状況の確認と ASC が構築した進捗評価指標

に基づく進捗状況の評価が行われている。 

 進捗評価報告書では、NAP の進捗状況の評価のほかに、NAP の計画残存期間と次期

                                                           
7 UK Climate Change Act 2008; http://www.legislation.gov.uk/ukpga/2008/27/contents 
8 National Adaptation Programme; https://www.gov.uk/government/publications/adapting-to-climate-change-
national-adaptation-programme 
9 Call for evidence: draft adaptation indicators; https://www.theccc.org.uk/media-centre/consultations/ 
10 Progress in preparing for climate change; https://www.theccc.org.uk/wp-
content/uploads/2015/06/6.736_CCC_ASC_Adaptation-Progress-Report_2015_FINAL_WEB_250615_RFS.pdf 
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NAP に対する 36 の提案が ASC から政府に対して行われている。2015 年 10 月には、

ASC の提案を受けて、政府としての対応・方針をまとめた 気候変動委員会に対する政

府の回答（Government response to the Committee on Climate Change）11 が政府に

より公表されている。 

 気候変動法では、 気候変動リスク評価（Climate Change Risk Assessment: 
CCRA）12と 適応報告指令（Adaptation Reporting Power: ARP）13の実施を規定してい

る。ARP は国内の上下水道や電力、鉄道等の公共事業者 14に対して、気候変動影響評

価の実施結果と実施する適応策の報告を義務付けるものであり、100以上の公共事業者

が 2016 年 10 月までに報告書を公表している。各公共事業者の報告結果は、NAP の進

捗評価報告書において、インフラストチャー分野の評価に使用されている。また

CCRAと ARPは NAPと同様、5年サイクルで実施され、実施結果は NAPの改訂に反映

される。 

 次節以降に、英国の適応計画の進捗管理方法・体制の詳細を説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                           
11 Government response to the Committee on Climate Change;  https://www.theccc.org.uk/publication/government- 
response-to-2015-progress-report/ 
12 UK Climate Change Risk Assessment; 
http://randd.defra.gov.uk/Default.aspx?Module=More&Location=None&ProjectID=15747 
13 Adaptation Reporting Power; https://www.gov.uk/government/collections/climate-change-adaptation-
reporting-second-round-reports 
14 具体的には、上下水道事業者、発電事業者、送電事業者、配電事業者、ガス輸送事業者、道路・鉄道事

業者、空港運営事業者、港湾事業者、灯台関係事業者、国立公園等が報告の対象となる。報告書提出の第

1 期（2009 年～2011 年）に 91 事業者が報告を行い、第 2 期（2013 年～2016 年）には、前期報告済みの 91
事業者が進捗報告を行うほか、通信事業者や漁業関係機関等の 11 事業者が新たに報告を行っている。 
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2.2. 適応政策の体制 

 気候変動法では、NAP の策定と共に、国内の緩和目標・緩和策の政府への助言や進

捗評価を行う気候変動委員会（Climate Change Committee: CCC）15と、CCC の下に、適

応計画・適応策の政府への助言や進捗評価を行う ASC16の設置が規定されている。 

NAP の進捗評価については、NAP 策定後 2 年以内に、また、以降 2年おきに CCC が

実施し、進捗評価報告書を英国議会に提出することを定めている。この規定に基づき、

2015 年 6 月には進捗評価報告書となる気候変動への備えの進捗：2015 年議会への報告

が CCC により議会に提出されている。評価報告書は CCC の名で議会に提出されてい

るが、実質的には ASC が進捗評価を行っている。 

 CCRA や NAP の全体の主導は環境食料農村地域省（Department of Environment, Food 
& Rural Affairs: Defra）が担っている。Defraは関係省庁の代表で構成される国内適応委

員会（Domestic Adaptation Board）17を設置しており、ここで関係省庁間の調整がなさ

れる（図表 2.2-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2.2-1 適応政策の実施体制（各種資料より作成）  

                                                           
15 CCC は、エネルギー気候変動省（Department of Energy and Climate Change; DECC）、北アイルランド政

府、スコットランド政府、ウェールズ政府により共同で設置されている。大学・研究機関等の 9 人の有識

者で構成される。 
16 ASC は、Defra と北アイルランド政府、スコットランド政府、ウェールズ政府により共同で設置されて

いる。大学・研究機関等の 6 人の有識者で構成される。 
17過去の環境局（Environment Agency: EA）等の資料によれば、国内適応委員会は当初、環境食料農村地域

省、エネルギー気候変動省、内閣府（Cabinet Office: CO）、保健省（Department of Health: DH）、コミュ

ニティ・地方自治省（Department for Communities and Local Government: CLG）、運輸省（Department for 
Transport: DfT）、大蔵省（Her Majesty’s Treasury: HMT）の 7 府省の高官（Senior officials）で構成されて

いたとみられる（最新情報は確認できていない）。 

環境食料農村地域省（Defra） 
 

国内適応委員会（Domestic 
Adaptation Board） 
・関係省庁の代表で構成 

適応小委員会（ASC） 
・会長と 5 人の専門家で構成 
・Defra、北アイルランド政府、スコットランド
政府、ウェールズ政府の共同設置 

気候変動委員会（CCC） 
・気候変動や経済分野の 9 人の有識者で構成 
・エネルギー気候変動省（DECC）、北アイルラ

ンド政府、スコットランド政府、ウェールズ政
府の共同設置 

助言 共同作業 

設置 
関係省庁間

調整 



 

19 
 

2.3. 国家適応プログラムにおける進捗管理の方針 

 NAP は、建築物環境、インフラストラクチャー、健康と強靭なコミュニティ、農

業・林業、自然環境、ビジネス、地方行政の 7 分野を対象にしており、図表 2.3-1 に示

すように、それぞれの分野で、ビジョンとそれらに対応する計 31 の目標が設定されて

いる。 

図表 2.3-1 NAP の分野－ビジョン－目標 

分野 ビジョン 目標 

NAP 全体 気候変動によるリスクや好

機に対応する、時宜にかな

った、先見性のある、また

十分な情報が提供された上

で意思決定が行われる社会 

－ 

建築物環

境 
建物や場所、そこで働く・

居住する人が気候変動や異

常気象に対して強靭であ

り、建築物環境分野の組織

が、気候変動によるリスク

へ対応する、あるいは好機

を獲得する能力を向上させ

る。 

1.洪水と沿岸侵食のリスク管理：洪水や沿岸侵食リスクの把握

により、気候変動による影響を含む洪水や沿岸侵食の脅威を低

減させるために個人、コミュニティ、組織間で協働し、リスク

管理の長期計画を構築し、他の計画でも考慮すること。 

2.空間計画：脆弱性を最小限にしたインフラや気候変動に対す

る強靭化など、計画制度に参加するすべてが持続可能な発展を

行えるように、地域計画枠組を明確化する。 

3.適応能力の向上：ビジネスや産業が技術、訓練、知識や気候

変動リスク管理や理解に資するツールを活用できることを支援

する。 

4.適応能力の向上：投資家や開発者が気候変動適応の促進、支

援に必要な資金や評価ツールを確保できるようにする。 

5.住宅やコミュニティの強靭化：住民やコミュニティ気候変動

についての理解とリスクに対する行動についてコミュニティや

市民を支援することにより、住宅や建物の回復力を向上させ

る。 

6.長期的影響：地域の気候変動の長期的影響、居住区の強靭化

について理解を構築・調査する。 

インフラ

ストラク

チャー 

現在の自然災害に対して強

靭で、将来の気候変動に対

する準備がなされているイ

ンフラネットワーク 

7.インフラの資産管理：異常気象の増加を含めた気候変動に対

する強靭化のために、インフラの適切な場所、計画、設計、維

持を保障する。 

8.規制の枠組：インフラ分野の適応、強靭化の促進・支援に対

する規制枠組の強化を行う。 

9.地方のインフラ：リスクに対処する行動を決定するため、異

常気象や長期的な気候変動から地方のインフラが直面する脆弱

性についての理解を進める。 

10.相互依存性のあるインフラと気候リスク：気候変動によって

悪化しうる連鎖的なリスクを最小限化させ、システム的思考が

どのようにこの目的を支援するかを特定するために、相互依存
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分野 ビジョン 目標 

的・相互作用的サービスの管理のノウハウを促進、理解の構築

を行う。 

健康・強

靭なコミ

ュニティ 

・気候変動に強靭で、適応

できる医療サービス、公衆

衛生、社会ケアシステム 

・脆弱な集団を含むコミュ

ニティや個人が、異常気象

やその他の気候変動影響に

対応できる準備がされてい

る。 

・気候変動を考慮した、ま

た強靭な救急サービスや地

域の強靭化能力 

11.健康・社会医療システムの気候変動に対する強靭化：異常気

象や気候変動に起因する死亡や病気リスクを低減させる、ま

た、公衆衛生への影響に対する強靭化や準備を促進させる。 
12. 健康・社会医療システムの気候変動に対する強靭化：サービ

スの継続性や、異常気象による医療サービスの需要増加に対処

する能力を含む資産や不動産を保障するために、NHS（国民保

険サービス）や公衆衛生、社会医療システムの強靭化を促進す

る。 
13.脆弱なグループ：将来の気候リスクに対応・回復、準備する

ための強靭化の向上により、社会の脆弱なグループに対する気

候変動影響の最小化を行う。 
14.救急サービス、地域の反応者、コミュニティの強靭化：気候

変動よる異常気象に対するコミュニティの強靭化（準備・対

応・復旧）の促進。また、救急サービスや地域強靭化フォーラ

ム（Local Resilience Forums）の第 1・第 2 分類に属する反応者の

気候に対する強靭化。 
農業・林

業 
気候変動に対して好機を有

する高収益・高生産性の農

業・林業分野が脅威に対し

て強靭であり、また、生物

多様性の向上・保全や生態

系サービスの維持により、

自然環境の強靭化に貢献す

ること。 

15.効果的な水管理による農業分野の強靭化の構築：降雨現象の

激化・発生による水利用可能量、洪水、土地侵食、汚染物質の

流出等の発生による影響の変動性を効果的に管理することによ

り、農業分野の強靭化を促進させる。 
16.林業分野の強靭化：英国の森林管理レベルの向上、森林地帯

の拡大・補充に適応のベストプラクティスを取り入れることに

より、森林分野の強靭化を向上する。 
17.病害虫や病気に対する強靭化：生物多様性の保護、農業と林

業の生産性の維持、英国の輸出能力の保護を支援するために病

害虫や病気に対する強靭化の向上を行う。 

18.革新と証拠：農業、園芸、森林に関する研究へ適応の考え方

を組み込み、気候変動の影響に関する知識の向上、気候変動に

強い農作物や樹木、家畜、関連技術の開発・採用を促進させ

る。 

自然環境 多様で健全な生態系である

自然環境が気候変動に対し

て強靭で、繁華に順応し、

自然環境が提供する適応サ

ービスにより価値をもたら

すこと。 

19.気候変動からの影響に対する生態学的な強靭化の構築：気候

変動に対して強靭な野生動物や生息地、エコシステム（地表、

淡水、海洋・沿岸）の構築を行い、自然環境が今後の変化・課

題に対応可能な状態にする。 

20.不可避な変化への順応と準備：野生生物、生息地、エコシス

テムが不可避の変化に対して順応、またスムーズな変遷が行え

るような対策をとる。 

21.自然環境がもたらし得る適応の利益の評価：他分野の適応策

が自然環境に対して利益、もしくは悪影響を与えないことの理

解の獲得と促進を行う。 

22.証拠の強化：意思決定者や土地管理者等の自然環境に対する

気候変動影響に関する知識、理解向上に資する証拠を強化させ

る。 



 

21 
 

分野 ビジョン 目標 

ビジネス 英国のビジネスが異常気象

に対して強靭で、気候変動

による将来リスクや好機に

対する準備がなされている 

23.強靭化によるビジネス競争力の向上：ビジネス分野に対し

て、気候変動のリスクに対する意識と理解を向上させる。 

24.強靭化によるビジネス競争力の向上：ビジネスがリスク管理

や強靭化に資する計画、意思決定過程に積極的に気候変動影響

を考慮し、最適な適応策の実施することを促す。 
25.ビジネス機会：国内外の適応の機会について、ビジネスの理

解と意識を向上させる。 

26.サプライチェーン：サプライチェーンにおける気候変動リス

クの管理・理解を支援する。 

27.研究・認識による成長の維持：投資家や保険業、他の業界と

の協働により、成長や経済への気候変動影響の把握向上につな

がる研究を実施する。 
地方行政 将来リスクに対して強靭と

なるように地方行政が地域

の支援・先導の中心とな

り、また、気候変化による

好機に対する準備がなされ

ている。 

28.意識の向上、キャパシティビルディングと事例の創出：地方

行政ともに適応像を維持・向上させ、地方行政のサービス・責

任の中で、気候変動に対する強靭化に資する行動を取ることを

促進する。 
29.意識の向上、キャパシティビルディングと事例の創出：地方

政府が信頼のあるビジネス事例を構築すること。活動エリア

内、また、外部の地方コミュニティやビジネスと共に十分な情

報に基づく意思決定が図られるよう支援する。 
30.行動の枠組み：地方行政に対する政策枠組みが、地元の主体

となる人々との連携のより、コミュニティの強靭化の促進支援

となるように保障する。 
31. 行動の枠組み：気候変動に起因する独自の課題や好機に対応

する、地方政府が公約できるように支援する。 

 

 NAP 巻末の登録行動（Registered Actions）では、31 の目標に対応する合計 371 の適

応策が示されている。それぞれの適応策について、適応策の内容、対応する気候変動

リスク評価（Climate Change Risk Assessment: CCRA）のリスク、実施主体、実施時期を

記載している（図表 2.3-2）。 
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図表 2.3-2 NAP 巻末の登録行動一覧の一部（建築物環境分野） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：NAP p.116 

  

 後述するように、NAP 策定時には、NAP 全体や適応策の進捗評価方法は明確には定

められておらず、進捗評価方法の検討は NAP の策定と並行して、ASC により行われて

いる。進捗評価の基本的な方向性については、NAP 本文中で以下のように示されてい

る。 

 CCRA は英国の気候変動に対する備えのモニタリングの基盤を提供した。しかし長

期的なリスクの大きさに焦点を当てており、既存の適応能力の効果についてはあま

り考慮されていない。そのため、適応プログラムで示している政策や対策が短期的

に脆弱性の低減につながっているか特定する枠組みが必要となる。政府は、適応の

効果を長期的に追跡することができるように、また、次期CCRAに情報を反映でき

るように、データをモニタリングする中核となる必要がある。 

 進捗を把握するため、また次期CCRAに根拠となる情報を提供するため、以下のよ

うな指標が必要となる。 

 計画された政策が実施されているかどうか。 

 定量的なデータ。例えば、環境局（Environment Agency: EA）が収集するよう

な、洪水や水不足のリスク要因の傾向の統計データ等は、関連する分野の適

応の評価の基盤となる。 

 進捗評価の最適な枠組みの検討を継続する。適切な方法としては、気候リスク

目標に対応する

CCRA のリスク 適応策 適応策に対応する

CCRA のリスク 
適応策の

実施主体 
適応策の

実施時期 
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に対する脆弱性の増加・減少となる要因の傾向に関する定量的なデータを EAが

収集し、モニタリングする方法が挙げられる。この情報に基づき、気候変動法

の法定義務の下で ASC が NAP の目標や適応策の進捗評価を行い、2015 年と以

降、2 年おきに進捗評価報告書を作成することが考えられる。 
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2.4. 進捗評価手法検討のプロセス 

 NAPの進捗評価手法の検討は、NAPの策定と並行して、2008年以降、ASCが実施し

ている。 

 2010 年には進捗評価の枠組みの検討を行い 18、以降、毎年度、異なる分野を対象に

進捗評価指標の検討を行い、年次報告書として検討結果を報告している。各年で指標

の検討対象とされた分野は以下のとおりである。 

 2011年：土地利用・水資源管理・建築物分野 19 

 2012 年：洪水・干ばつ分野 20 

 2013 年：食料・林業・自然生態系・土壌・沿岸域分野 21 

 2014 年：インフラストラクチャー・ビジネス・健康分野 22 

 大学や研究機関、コンサルティング会社が各分野の進捗評価指標の調査を行い、そ

れを ASC がとりまとめる手法がとられている。 

 2014 年には、上記で検討した進捗評価指標が取りまとめられ、NAP の進捗評価指標

草案として、パブリックコメントが行われている。進捗評価指標草案では、地方公共

団体を除く NAP の 6 分野 23について、優先度が高い CCRA リスクとそれに対するモニ

タリング項目を示し、モニタリング項目ごとに進捗評価指標が設定されている（図表

2.4-1）。 

 

 

 

 

                                                           
18 How well prepared is the UK for climate change? (Adaptation Sub-Committee progress report 2010); 
https://www.theccc.org.uk/publication/how-well-prepared-is-the-uk-for-climate-change/ 
19 Adapting to climate change in the UK – Measuring progress (Adaptation Sub-Committee progress report 2011); 
https://www.theccc.org.uk/publication/adapting-to-climate-change-in-the-uk-measuring-progress-2nd-progress-
report-2011/ 
20 Climate change – is the UK preparing for flooding and water scarcity? (Adaptation Sub-Committee progress report 
2012); https://www.theccc.org.uk/publication/climate-change-is-the-uk-preparing-for-flooding-and-water-scarcity-
3rd-progress-report-2012/ 
21 Managing the land in a changing climate – Adaptation Sub-Committee progress report 2013; 
https://www.theccc.org.uk/publication/managing-the-land-in-a-changing-climate/ 
22 Managing climate risks to well-being and the economy: ASC progress report 2014; 
https://www.theccc.org.uk/publication/managing-climate-risks-to-well-being-and-the-economy-asc-progress-report-
2014/ 
23 NAP の分野の一つである「地方行政」は、分野横断的な要素が強いため、進捗評価指標の検討は行わ

れていない。 



 

25 
 

図表 2.4-1 NAP の分野と対応する優先度が高い CCRA のリスク・好機、 
リスク・好機に対応するモニタリング項目 

NAP の分野 優先度が高い CCRA リスク・好機 モニタリング項目 
建築物環境

（BE） 
洪水／海岸侵食の増加 洪水リスクや海岸侵食のリスクのある地域の

開発・都市の変化 
洪水・海岸侵食リスク管理 

水利用可能量の低下 公共供給用の水利用 
家庭の水利用効率 

インフラストラク

チャー（IN） 
洪水／海岸侵食の増加 洪水危険地域の新しいインフラ 

洪水・海岸侵食リスク管理 
異常気象の増加 インフラ資産の脆弱性 
水利用可能量の低下／水温の上昇 

 
エネルギー分野の水利用 
エネルギー分野の水利用効率 

健康と強靭なコミ

ュニティ（HCR） 
気温の上昇／都市のヒートアイラン

ド効果 
熱ストレスに脆弱な人口や建設環境 

公衆衛生の提供 
洪水／異常気象の増加 洪水や異常気象に脆弱な人口 

洪水／異常気象への緊急対応 
その他の気候関連リスク 大気汚染に対する脆弱性 

紫外線に対する脆弱性 
病原体に対する脆弱性 

農業・林業

（AF） 
生産性向上の可能性 農業生産に対する好機の認識 

森林生産に対する好機の認識 
水利用可能量の低下 農業による水利用 

農業分野の水利用効率 
土壌への気候影響 農業土壌の脆弱性 

土壌保全策 
家畜への熱ストレス 熱ストレスによる家畜生産の脆弱性 

熱ストレス最小化に係る手法 
洪水／浸水の増加 洪水に対する農業の脆弱性 

洪水、海岸侵食リスク管理 
病害虫や病原体の増加 病害虫や病原体に対する脆弱性 

自然環境（NE） 気候空間の変化 野生生物の気候空間追跡能力（地表/淡水） 
野生生物の気候空間追跡能力（海洋） 

自然資本資産の低下 泥炭地の生態系の脆弱性 
淡水生態系の脆弱性 
沿岸生態系の脆弱性 

ビジネス（BUS） 好機の認識 適応関連の製品・サービスの売り上げ 
観光の変化 

洪水の増加 洪水リスクに対して脆弱なビジネス 
洪水・海岸侵食リスク管理 

水利用可能量の低下 産業による水利用 
産業の水利用効率 

過熱による生産性の低下 過熱に対するビジネスの脆弱性 
熱ストレス管理手法 
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NAP の分野 優先度が高い CCRA リスク・好機 モニタリング項目 
サプライチェーンへの妨害 英国企業のサプライチェーンの脆弱性 

サプライチェーン管理手法 
地方行政 ― 地方行政に関する指標 

 

 進捗評価指標は、図表 2.4-2 に示すように、曝露、脆弱性、適応行動、実影響の 4 種

類に分類され、それぞれの指標について、データの保有先やデータの利用可能性が示

されている。 

 

図表 2.4-2 進捗評価指標の種類とその内容 

指標の種類 指標の内容 

曝露 気候影響により悪影響を受け得る人間、インフラ、その他の社会・経済・環境資産

の存在を増加させる要因。曝露の指標には、氾濫原の不適切な開発等が含まれる。 

脆弱性 気候影響により悪影響を受ける人間、インフラ、その他の社会・経済・環境資産の

性質や傾向を増加させる要因。気候変動の脆弱性はインフラ資産や野生生物の貧弱

な状態を増加させる。 

適応行動 気候リスクの脆弱性を低減させ、利益獲得につながる要因。新開発へ食料強靭化に

関する手法を統合することや、適応に係る製品・サービスの売り上げが含まれる。 

実影響 英国の経済・社会・環境への気象災害による実際の影響（洪水による保険損失や異

常気象による交通の遅延の割合等）。影響の経年変化や、単一の異常気象と気候変動

の関係性の困難さはあるが、影響のモニタリングは有用なベンチマークとなる。時

間の経過により、影響の傾向との関係性の把握やリスク低減に資する行動の実施が

可能となる。 

 

 図表 2.4-3 に進捗評価指標草案で示されている指標の一覧表の一部を示す。 
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図表 2.4-3 建築物環境分野の指標の一部 

 

  

データの利用可能性の基準； 
緑：十分なデータが存在する 
黄：データは存在するが、十分な量が見込めない 
赤：データが存在しないか、利用可能性の評価が困難である 
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2.5. 進捗評価の実施状況 

 2015 年 6 月に NAP の進捗評価報告書に相当する気候変動の備えに対する進捗：2015
年議会への報告が CCC から、英国議会に提出されている。 

 進捗評価報告書では、NAP で挙げられている全 371 の適応策の実施状況の確認が行

われるとともに、気候リスク管理にとって重要かつ進捗の測定が可能な要素を優先的

適応（Adaptation Priorities）として設定し、評価が行われている。この優先的適応の評

価は、気候リスクに対する適応策の有効性を測ることを目的として行われた。施策の

実施の有無の評価には関連する適応策の実施状況を、また、脆弱性低減の進捗状況の

評価には ASC が設定した進捗評価指標の確認結果を用いている。 

以下、2.5.1 では適応策の実施状況の確認の方法について、2.5.2 では優先的適応の設

定による各分野の進捗評価の方法について述べる。さらに、2.5.3 で、進捗評価を踏ま

えた ASC からの提言と政府の回答がどのようなものであったか紹介する。 

 

2.5.1. 適応策の実施状況の確認 

 NAP で示されている適応策の実施状況の確認にあたっては、図表 2.5.1-1 に示すよう

な、共通のフォーマットを各適応策の実施主体に送付している。適応策の実施主体は

フォーマット上に、適応策の実施状況（適応策の実施が完了したか、実施中か、見直

し中あるいは遅れが生じているか、取り止めとなったか）、適応策実施にあたっての課

題や障壁等の情報、適応策の実施により CCRA のリスクの低減につながったか、また、

どのように CCRA のリスクが低減されたか、適応策に関する今後の予定、関連する情

報の情報源を記載することにより、進捗状況を報告している。 

 フォーマットは 2014 年夏から 2014 年末にかけて Defra が適応策の実施主体に送付し、

その後 2015年 2月に実施主体から回収したフォーマットを、進捗評価を行う ASCに受

け渡ししている。 
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図表 2.5.1-1 国家適応プログラムの適応策の進捗状況（建築物環境分野の例） 

（緑色の枠に示した項目は NAP 巻末の適応策の一覧表に記載されている情報と同一内容。 
適応策の実施主体は、赤枠で示した項目について回答し、Defra に報告する。） 

目標に対応する

CCRA のリスク 

実施が CCRA のリスクに対

応しているか、他の気候

リスクが予想されるか 

適応策が CCRA のリス

クやその他の気候リス

クに対応していること

の根拠 

今後計画されて

いる対応 
（実施者、実施

時期を含む） 

関連情報、

背景的情報

の URL 

NAP の

目標 
適応策 

適応策に対応す

る CCRA のリスク 
実施

主体 

実施

時期 
実施

状況 

実施状況に対する 
コメント、課題や 
障壁等を含む 
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2.5.2. 優先的適応の設定による各分野の進捗評価 

 前述の各適応策の進捗状況の取りまとめの結果、ほとんどの適応策で進捗が見られ

るものの（図表 2.5.2-1）、適応策の実施主体から受け取った回答から、NAP の各目標

（図表 2.3-1 参照）を達成するために適応策がどの程度有効であったかを判断すること

は困難であったと評価している。 

  

図表 2.5.2-1 NAP の各分野の適応策の進捗状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進捗評価報告書 p.9 

 

 各目標に対する適応策の有効性の評価が困難な理由として、NAP で設定した目標は

結果（アウトカム）ではなく、過程（プロセス）を示している傾向にあり、明確な目

標が設定されていないことを挙げている。そのため、各分野の進捗状況の評価にあた

り、NAP の各分野で、気候変動リスク管理にとって重要かつ進捗の測定が可能な要素

を新たに優先的適応として設定して評価が行われている。優先的適応の項目は、ASC
が過去 5 年間で実施した研究・分析結果に基づき設定され、それぞれの優先的適応に

対して、計画の有無、施策が実施されているか、脆弱性の管理において進捗が見られ

るかの 3 つの観点から評価が行われている。 

 計画の有無（Is there a plan ?）：気候リスクに対応する明確な政策や計画が存在

分野 

実施完了 実施中 実施に遅

れが生じ

ている 

実施取り

止め 

実施状況につ

いて回答なし 
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するか。 

 施策が実施されているか（Are actions taking place ?）：国家適応プログラムの適

応策が実施されたか、あるいは実施中であるか。包括的な評価の実施を目的に、

国家適応プログラムに記載されていない施策も評価において考慮した。 

 脆弱性の管理において進捗が見られるか（Is progress being made in managing 
vulnerability ?）：現状・将来リスクの規模と、関連する施策・計画がもたらす

影響を考慮して評価する。可能であれば、ASCが設定した曝露や脆弱性、観測

影響の変化を測る指標に基づき評価を行った 24。 

  図表 2.5.2-2 に、建築物環境分野の優先的適応の評価結果を例として示す。 

  

                                                           
24 ほとんどの優先的適応の項目で ASC が設定した評価指標が使用されているが、評価指標が使用されてい

ない項目もある。例えば、ビジネス分野の優先的適応の項目の一つである「サプライチェーンの障害」

は、対応する評価指標が設定されていないため、関連する文献やケーススタディの調査結果に基づき評価

されている。 
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図表 2.5.2-2 優先的適応の評価結果の例（建築物環境分野） 

 進捗評価報告書, p.47 

 全体で合計 39 の優先的適応の項目が設定されており、適応策の実施主体からの進捗

状況の回答結果に加えて、ASC が設定した進捗評価指標も使用して、評価が行われて

いる。進捗評価指標ごとに、傾向の方向性（Direction of trend）と傾向の意味合い

（Implication of trend）の評価が行われている（図表 2.5.2-3）。 

 2.1 に記載したように、インフラストラクチャー分野では、ARP の実施結果が評価に

活用されている。 

  

 緑色：優先的適応に対応する政策・計画が存在する／関連する NAP の適応策がすべて実施され

ている／脆弱性が低減・維持されている、後悔の少ない対策が実施されている、長期的気

候変動予測が考慮されている 

 黄色：優先的適応に一部対応する政策・計画が存在する／全てではないが関連する NAP の適応

策が実施されている／脆弱性が増加する傾向が一部で見られる、後悔の少ない対策が検討

されている、長期的気候変動予測が一部で考慮されている 

 赤色：優先的適応に対応する政策・計画が存在しない／関連する NAP の適応策が実施されてい

ない／脆弱性が増加する傾向が存在する、後悔の少ない対策が取り入れられていない、気

候変動予測を考慮していない 
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図表 2.5.2-3「コミュニティ規模での洪水緩和」の進捗評価指標と評価結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

進捗評価報告書別添 2, p.4 
 

2.5.3. 進捗評価を踏まえた ASC からの提言と政府の回答 

 進捗評価報告書では、進捗評価の結果をもとに、次期 NAP 策定に向けた課題と、今

後の対応に関する 36 項目の提言がなされている。 

 NAP 全体の課題としては、1.戦略性が低く、重要なリスクや目標、大きな影響をも

たらす適応策の明確化等がなされなかったこと、2.適応に関連する施策を断片的に収

集した計画であり、首尾一貫性がなかったこと、3.各目標が明確なアウトカムでなく、

プロセスを中心に設定されたため、進捗評価が困難であったことを挙げている。その

上で、2018 年に策定が予定されている第 2 次国家適応プログラムへの提言として、以

下を挙げている。 

 適応の明確な優先づけ：最も重大で緊急性を要する課題への対応を明確にする

ため。本報告書の評価結果や第 2 次 CCRA の結果を活用し、緊急性の高いリス

クの特定や、第 2次 NAP で焦点を当てる分野を明確化させる。 
 目標をアウトカムに焦点を当て設定すること。また、測定可能な目標とするこ

と：目標をプロセスや行動ではなく、アウトカムと、現実的に何を達成する必

傾向の意味合い 傾向の方向性 データの保有先 データ系列 評価指標 
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要があるかに焦点を当てて設定すること。 
 重大な影響をもたらす政策や適応策に焦点をあてること：それぞれの適応策が、

第 2 次 CCRA で特定される緊急性が高いリスクに対して、どのように対応する

か明確にすること。 
 地域コミュニティやビジネスの参加の広がりを構築すること：第 2 次 NAP が気

候変動影響の地域性を加味し、また、地域の組織・利害関係者が適応に対する

それぞれの役割を継続するために必要となる。 
 効果的なモニタリング・評価手法を導入すること：NAP の目標の達成を保障し、

政府省庁間も含めて政策が強化され、必要であれば資源の割り当ての見直しが

できるように、定期的に進捗を管理するために必要となる。 

 進捗評価報告書における ASC の提言に対して、政府の方針・対応をまとめた、気候

変動委員会に対する政府の回答に関する報告書が 2015 年 10 月に公表されている。報

告書は国家適応プログラム全体に言及した章と分野別章の計 8 章からなり、一つ一つ

の ASC の提言に対する所管省庁・機関の回答、今後の対応方針が掲載されている。 

 例えば、上記に挙げたモニタリング・評価に関わる提言である「効果的なモニタリ

ング・評価手法を導入すること」に対しては、第 2 次 NAP 策定までの政府の対応方針

として以下を挙げている。 

 適応策が実際にもたらす効果の効果的なモニタリング・評価が重要であること

は認識している。現行の気候変動法で定められている反復性は、進捗のモニタ

リング・評価にとって効果的であると考えている。すなわち、CCRA で評価さ

れたリスクが適応策に反映され、NAP が、CCRA の優先的なリスクの再評価に

活用される。このプロセスにより、適応策の効果が定期的に評価され、政策や

資源の割り当てが再検討される。 

 ASCはNAPのモニタリング・評価に直接的に関わってきたため、費用対効果が

高いモニタリング・評価方法について、ASC の経験から学習したい。 
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3. ドイツにおける適応計画の進捗管理方法 

 
3.1．適応計画の進捗管理の概要 25 

 ドイツにおける適応計画策定と進捗管理の指標構築のプロセスを図表 3.1-1 に、適応

計画の進捗管理の概要を図表 3.1-2 に示す。 

図表 3.1-1 ドイツにおける適応計画の実施と進捗管理のプロセス 
（各種資料より作成、図表中、法令を緑枠、適応計画を橙枠、影響評価報告書を赤枠、 

進捗評価報告書を青枠で示している。） 

                                                           
25本文中、ゴシック下線で示している報告書・文書は初出時に脚注に URL を記載している。 

ドイツ適応戦略（DAS） 
（2008.12.ドイツ連邦政府） 
・ドイツ適応政策の枠組み 

DAS の指標構築に係る 
プロジェクト 
（2008.12～） 

 
・環境省（BMUB）の下で

環境庁（UBA）と気候

影響・適応センター

（KomPass）が実施 
・全省庁・州政府が協働 
・DAS の評価指標の検討 

ドイツ適応戦略行動計画

（APA） 
（2011.8.ドイツ連邦政府） 

・DAS を補完 

報告書 ドイツ適応戦略の 
「指標のコンセプトの構築」 
（2010.10. UBA/KomPass）  

報告書 ドイツ適応戦略の 
「指標のシステムの構築」 
（2011.9. UBA/KomPass）  

モニタリング報告書 
（2015.2 UBA/KomPass） 

 

評価報告書で使用 
する指標の完成 

（2014. UBA/KomPass）  

第２次ドイツ適応戦略 
行動計画（APA2） 

（2015.11.ドイツ連邦政府） 

影響評価報告書 
「ドイツの気候変動に

対する脆弱性」 
（2015.9. UBA）  

政府内適応ワーキング 
グループ 

（2008～. 全省庁） 
 

・DAS で設置を規定 
・環境省（BMUB）が主導 

し、全省庁が参加 
・APA／APA2 の草案を作成 
・各州政府の代表で構成され

る州政府適応委員会の意見

の APA 草案への反映 
・DAS の評価指標の検討、承

認 
・モニタリング報告書の承

認、進捗報告書の作成 

 

DAS の進捗報告書 
（2015.11.ドイツ連邦政府） 
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図表 3.1-2 ドイツにおける適応計画の進捗管理の概要 

関係法令等 － 

適応計画 

 気候変動適応戦略（German Strategy for Adaptation to Climate 
Change: DAS） 

 気候変動適応戦略行動計画（Adaptation Action Plan of the German 
Strategy for Adaptation to Climate Change: APA） 

 第 2 次気候変動適応戦略行動計画（Aktionsplan Anpassung II: 
APA2） 

進捗管理に関する報

告書 

 モニタリング報告書（Monitoringbericht 2015（ドイツ語のみ））

（2015 年 2 月） 
 気候変動適応戦略進捗報告書（Fortschrittsbericht zur Deutschen 

Anpassungsstrategie an den Klimawandel（ドイツ語のみ））（2015 年

11 月） 

進捗管理の頻度 

 適応戦略策定後 4 年おきにモニタリング報告書を公表。多くの進

捗評価指標について、毎年進捗確認を実施。 
 適応戦略策定後 5 年おきに適応戦略の進捗評価を実施、進捗報告

書を作成。 
進捗管理の実施状況 2015 年 2 月にモニタリング報告書を公表、同年 11 月に気候変動適応

戦略の進捗報告書を公表。 

評価機関 

 モニタリング実施：環境庁（Umwelt Bundes Amt: UBA）、気候影

響・適応センター（Kompetenzzentrum Klimafolgen und Anpassung : 
KomPass） 

  評価：政府内適応ワーキンググループ（全省庁の代表で構成） 

調査表や総括表のフ

ォーマット 

 進捗評価指標の内容やデータの入手先等を詳細に示した指標の

ファクトシートとデータのファクトシート（指標構築のプロジ

ェクト段階で作成） 
 モニタリング報告書における指標の傾向の記載形式 

 

 ドイツでは、2008 年に 気候変動適応戦略（German Strategy for Adaptation to 
Climate Change: DAS）26が、2011 年に気候変動適応戦略行動計画（Adaptation Action 
Plan of the German Strategy for Adaptation to Climate Change: APA）27がドイツ連邦政

府により策定されている。 

 DAS 及び APA では、進捗評価指標に基づいた計画の進捗管理を行うことを定めてお

り、DAS公表後の 2008年～2014年にかけて、評価指標構築に係るプロジェクトが環境

庁（Umwelt Bundes Amt: UBA）を中心に実施されている。2015 年 2 月には、進捗評価

指標に基づいた DAS の モニタリング報告書（Monitoringbericht 2015）28が UBA によ

                                                           
26 German Strategy for Adaptation to Climate Change ; http://www.bmub.bund.de/fileadmin/bmu-
import/files/english/pdf/application/pdf/das_gesamt_en_bf.pdf 
27 Adaptation Action Plan of the German Strategy for Adaptation to Climate Change;  
http://www.bmub.bund.de/fileadmin/bmu-
import/files/pdfs/allgemein/application/pdf/aktionsplan_anpassung_klimawandel_en_bf.pdf 
28 Monitoringbericht 2015（ドイツ語のみ）;  http://www.umweltbundesamt.de/publikationen/monitoringbericht-
2015 
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り公表されている。 

 関係省庁間の調整や進捗評価の実施を目的に、全関係省庁の代表で構成される、政

府内適応ワーキンググループ（Interministrial working group on adaptation）が DAS の規

定の下で連邦政府により設置されている。政府内適応ワーキングループは UBA が検討

した進捗評価指標の承認やモニタリング報告書の承認を行うほか、DAS の進捗報告書

（Fortschrittsbericht zur Deutschen Anpassungsstrategie an den Klimawandel）29 を

作成し、連邦内閣の承認後、2015 年 11 月に報告書が公表されている。進捗報告書に

は、第 2 次気候変動適応戦略行動計画（Aktionsplan Anpassung II: APA2）が添付され

ており、7 分野を対象に、合計 146の具体的な適応策が提示されている。 

 次節以降に、ドイツの適応計画の進捗管理方法・体制の詳細を説明する。 

  

                                                           
29 Fortschrittsbericht zur Deutschen Anpassungsstrategie an den Klimawandel, Aktionsplan Anpassung II（ドイツ語

のみ）; 
http://www.bmub.bund.de/fileadmin/Daten_BMU/Download_PDF/Klimaschutz/klimawandel_das_fortschrittsbericht
_bf.pdf 
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3.2. 適応政策の体制 

 ドイツの適応政策は連邦環境・自然保護・建物・原子炉安全省（Federal Ministry for 
the Environment, Nature Conservation, Building and Nuclear Safety: BMUB）が主導してい

る。進捗評価手法の検討やモニタリングの実施は、BMUB の下に設置されている UBA
と DAS を支援することを目的に UBA の内部に設置された気候影響・適応センター

（Kompetenzzentrum Klimafolgen und Anpassung : KomPass）が担っている。 

 後述するように、DAS では、関係省庁間の調整を行うことを目的に、BMUB が主導

して、全政府省庁の代表が参加する政府内適応ワーキンググループの設置が規定され

ている。また 2009 年に開催された環境大臣州政府会議（BMUB の環境大臣と各州政府

の環境大臣が参加）において、各州政府間の調整を行う気候変動の影響に対する適応

常設委員会（Standing committee for the adaptation to climate change impacts）が設置され

ている（図表 3.2-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3.2-1 適応政策の実施体制（各種資料より作成） 

  

連邦環境・自然保護・建物・
原子炉安全省（BMUB） 
 

政府内適応ワーキンググループ
（Interministrial working group 
on adaptation） 
・全省庁の代表で構成 

環境庁（UBA）・気候影響適応
センター（KomPass） 
 助言・報告 

共同作業 

設置 関係省庁
間調整 

気候変動の影響に対する適応常設委員会
（Standing committee for the adaptation 
to climate change impacts ） 
・BMUB と各州政府の代表で構成 

設置 州政府間調整 
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3.3．適応戦略（DAS）と適応戦略行動計画（APA）における進捗管理の方針 

 DAS は 2008 年 12 月にドイツ連邦政府により策定された。15 分野 30を対象に、政府

が今後取るべき方針等を中心に提示している。進捗管理については、以下のように述

べている 31。 

 適応策の特定・進捗レビュー 
 繰り返し実施する適応のプロセスにおいて、進捗評価は、戦略や施策支援の効

率性の評価の観点から重要となる。定期的な施策の進捗報告を実施し、平行し

て、連邦政府は適応のコンセプトや施策の評価のための指標や最適なツールの開

発を行う。 

 進捗評価は、気候変動や環境や社会に対する影響の記録に加え、適応戦略実施

のプロセス（プロセスの指標を用いて）を示す必要がある。 

 気候変動適応に関する政府内適応ワーキンググループの設置 

 連邦政府は、全政府省庁の代表で構成される、適応に関する政府内適応ワーキ

ンググループを設置する。ワーキンググループは BMUB32の主導で設置する。ワ

ーキンググループは、行動計画策定準備を行い、また適応戦略実施のための対話

や参加のプロセスを主導する。適応戦略や行動計画の更新を目的に定期的に報告

書を提出するほか、評価報告書の作成を行う。 

 APAは DASを補完することを目的に、2011年にドイツ連邦政府により策定された。

連邦政府としての適応政策の 4 つの柱（1.知識・情報・体制の提供、2.連邦政府による

法的枠組み等の構築、3.土地・資産・インフラ等の連邦政府が直接的に責任を有する

事項に対する対策、4.国際的責任）を挙げており、それぞれについて、政府の方針を

示している。また巻末では 33、4 つの柱に対応する合計 150 の適応策がリスト化されて

示されている（図表 3.3-1）。 DAS で対象とした 15 分野については、個別の適応策を提

示するという形はとられておらず、4つの柱の適応策のように、具体的に実施主体、実

施時期などが個別施策に対応する形で記載されている部分はない。 

                                                           
30 1.健康、2.建築物、3.水管理・沿岸海洋保全、4.土壌、5.生物多様性、6.農業、7.林業、8.漁業、9.エネル

ギー、10.金融、11.交通・交通インフラ、12.貿易・産業、13.観光 14.分野横断的トピック：開発計画、

15.分野横断的トピック：市民保護 
31 DAS p.62 
32 DAS 策定時の名称は連邦環境・自然保護・原子炉安全省（Federal Ministry for the Environment, Nature 
Conservation and Nuclear Safety; BMU）であった。 
33 4 つの柱の適応策のリストはドイツ語版の APA のみに添付されている; 
http://www.bmub.bund.de/fileadmin/bmu-
import/files/pdfs/allgemein/application/pdf/aktionsplan_anpassung_klimawandel_bf.pdf 
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図表 3.3-1 4 つの柱の適応策のリスト（知識・情報・体制の提供の一部） 

 

 

 

 

 

 

 

APA 巻末（ドイツ語版報告書のみに掲載） 

 

 進捗管理に関しては、詳細の記述はないが、方針を以下のように述べている。 

 連邦政府による指標に基づく評価報告書 34 

 連邦政府は DAS と APA の評価報告書を次期議会期間中に公表する。気候変動

適応に関する指標に基づいた評価報告書は、国家持続可能性戦略や国家生物多様

性（指標を設定している）を補足する形式となる予定である。評価報告書には、

以下の要素を含める。 

 評価・経過に関する記述 

 指標に基づく報告書：適応戦略に関する政府内適応ワーキンググループは

DAS のすべての分野の結果・プロセスに係る指標の評価・承認を実施する。 

 気候変動に関連した地域・分野・社会的リスクや好機の評価、ドイツの脆弱性

評価の定期的更新に関する手法の提案 

  

                                                           
34 適応戦略行動計画 p.14 

番号 適応策 適応策の範囲 実施主体 実施時期 状況 財源 
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3.4．進捗評価手法検討のプロセス 

 前述のように、進捗管理指標の構築の必要性が DAS において規定されている。この

規定に基づき、BMUBの下、UBA と KomPassが関係政府省庁と州政府と協働し、2008
年から進捗評価指標構築のためのプロジェクトが実施されている。 

 プロジェクトでは UBA と UBA が委託したコンサルティング会社（Bosch&Partner 
GmbH）が中心となって進捗評価指標の検討を行い、適宜、検討の進捗状況を BMUB
や政府内適応ワーキンググループに報告するプロセスが取られている。 

 プロジェクトの過程では、2010 年、2011 年に、それぞれ ドイツ適応戦略指標コンセ

プト構築（Establishment of an Indicator Concept fir the German Strategy on Adaptati to 
Climate Change） 35 、 ドイツ適応戦略指標システム構築（Entwicklung eines 

Indikatorensystemsfür die Deutsche Anpassungsstrategie an den Klimawandel 
(DAS)）36として、指標構築手法や検討状況に関する報告書が UBA より公表されてい

る。 

 指標の検討過程では、指標ごとに、指標のファクトシートとデータのファクトシー

トが関係省庁や有識者等により作成され（図表 3.4-1）、UBA とコンサルティング会社

がそのとりまとめを行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                           
35 UBA, 2010, Establishment of an Indicator Concept for the German Strategy on Adaptation to Climate Change  
http://www.uba.de/uba-info-medien-e/4031.html 
36 UBA, 2011, Entwicklung eines Indikatorensystemsfür die Deutsche Anpassungsstrategie 
an den Klimawandel (DAS)（ドイツ語報告書、要約部のみ英語）

http://www.umweltbundesamt.de/sites/default/files/medien/461/publikationen/4230.pdf 
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図表 3.4-1 指標のファクトシートのフォーマット 

 

 

 

ドイツ適応戦略指標コンセプト構築，p.56 

  

 指標の精査や妥当性の確認にあたっては、政府省庁の代表等で構成されるサブグル

ープの設置とともに、関連省庁や関連団体、専門家等が参加するワークショップの開

催や分野別ワーキングループの設置といった方法が取られている。 

 サブグループの設置：プロジェクト開始時にサブグループを設置。サブグルー

プは州政府の代表や政府省庁の代表で構成され、プロジェクトの進捗に関する

フィードバックの提供等を行った。 

 UBA によるワークショップの開催：2009 年 6 月より、UBA がワークショップ

ファクトシート上には、指標の種類や計算方法、指標と対応する DAS の分野、関連

する法律や政策、指標の情報源や情報源の更新頻度、指標の強み・弱み等の詳細な

情報が記載されている。 
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を開催し、関係省庁、州政府、関連団体等、40 人以上の様々な分野の専門家

等の参加による議論が行われた。参加者は、包括性や適応との関連性の観点か

ら、指標の評価を行った。 

 分野別小規模ワーキンググループの設置：水管理・沿岸海洋保全、農業、林業、

エネルギー産業、金融、開発計画の分野では、様々な機関の専門家を含む小規

模なワーキンググループを設置した。目的は連邦・州政府レベルの政府関係機

関、企業、大学等を可能な限り指標構築に巻き込むことで、このプロセスには

260 人以上が参加した。参加者は指標草案の作成支援、指標に関するデータの

確認等を行った。 

 進捗評価指標の政府省庁間の調整

は、2012年 8月～2014年 11月にかけ

て、およそ 20 ヶ月のプロセスで行わ

れている。UBA が委託したコンサル

ティング会社と UBA、BMUB との間

で調整を行った後、政府内適応ワー

キングループと気候変動影響に対す

る州政府適応委員会との間でも調整

が行われている（図表 3.4-2）37。 

 政府省庁間の調整の過程では、前

述の、進捗評価指標ごとに作成され

た指標のファクトシートや、分野ご

とに作成された指標の一覧・指標の

検討過程等を示したバックグラウン

ドペーパーを提示し、進捗評価指標

の妥当性について確認が行われてい

る。 

 最終的には、DAS の対象とする 15
分野と横断的分野の計 16 分野につい

て、合計 102 の進捗評価指標が作成され、政府内適応ワーキングループの承認を受け

ている。 

  

  

                                                           
37 Evaluation of the German Strategy for Adaptation to Climate Change(DAS)- Reporting and Closing Indicator 
Gaps; 
https://www.umweltbundesamt.de/sites/default/files/medien/378/publikationen/climate_change_16_2015_evaluation
_of_the_german_strategy_for_adaption_to_climate_change_das.pdf 

図表 3.4-2  進捗評価指標の政府省庁間の調

整のプロセス（政府省庁間の調整（左）とプロ

ジェクト委託先事業者（右）） 
Evaluation of the German Strategy for 

Adaptation to Climate Change (DAS) - Reporting 
and Closing Indicator Gaps, p.79 
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3.5． 進捗評価の実施状況 

3.5.1. モニタリング報告書  

 2015年 2 月には、評価指標に基づくモニタリング報告書が UBA により公表されて

いる。図表 3.5.1-1 に、進捗評価指標の一覧を示す。 

 

図表 3.5.1-1 DAS のモニタリング報告書における指標の一覧 

影響指標 応答指標 
健康分野 
GE-I-1: 熱ストレス GE-R-1: 高温警報サービス 
GE-I-2: 熱波による死亡 GE-R-2: 高温警報サービスによる成果 
GE-I-3: サワギクの花粉の汚染 GE-R-3: 花粉に関する情報サービス 
GE-I-4: 毛虫によるリスク  
GE-I-5: 病原体保有者  
GE-I-6: ラン藻類による水の汚染  
建築物 
BAU-I-1: 都市環境における熱負荷 BAU-R-1: レジャー区域 
BAU-I-2: 夏季のヒートアイランドによる影響 BAU-R-2: 住居の暖房使用に伴うエネルギー消費 

 
BAU-R-3: 気候変動に対する資金（建設・改修工

事） 
水管理・沿岸海洋保全 
WW-I-1: 地下水量の状況 WW-R-1: 水使用指標 
WW-I-2: 平均流量 WW-R-2: 水構造 
WW-I-3: 高水流量 WW-R-3: 沿岸保護に対する投資 
WW-I-4: 渇水流量  
WW-I-5: 湖の水温  
WW-I-6: 湖の停滞期の期間  
WW-I-7: 春季の藻類ブルームの開始時期  
WW-I-8: 海水温  
WW-I-9: 海面水位  
WW-I-10: 高潮の強さ  
土壌 
BO-I-1: 農業土壌の土壌水分貯留 BO-R-1: 耕土の腐植含有量 
BO-I-2: 降雨侵食 BO-R-2: 牧草地の地域・サイズの期間 
 BO-R-3: 有機質土壌の区域 
生物多様性 

BD-I-1: 野生植物の生物季節の変化 
BD-R-1: 景観計画・プログラムで気候変動を考慮

する 
BD-I-2: 野鳥の温度指数 BD-R-2: 保護地域 
BD-I-3: 自然洪水地域の埋立て  
農業 
LW-I-1: 農業の生物季節ステージの変化 LW-R-1: 管理時期の適応 
LW-I-2: 収穫量の変化 LW-R-2: 熱に強い作物の耕作・種子に多様化 
LW-I-3: 農作物の質 LW-R-3: 成熟群に分類されるトウモロコシの種類 

LW-I-4: 農業への雹被害 
LW-R-4: 品種の適応（熱に強い赤ワイン用ブドウ

の品種等） 
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影響指標 応答指標 
LW-I-5: 病害虫の発生 LW-R-5: 殺虫剤の使用 
 LW-R-6: 農業灌漑 
林業 
FW-I-1: 森林自然保護区の構成種の変化 FW-R-1: 混交林の区域 
FW-I-2: トウヒ植栽林の消失危機 FW-R-2: 森林転換の促進 
FW-I-3: 樹木の成長 FW-R-3: トウヒ植栽林の森林転換 
FW-I-4: 病害虫の発生 FW-R-4: 森林遺伝資源の保護 
FW-I-5: 害虫（甲虫）により影響を受けた樹木の

割合 
FW-R-5: 森林土壌の腐植含有量 

FW-I-6: 森林火災 FW-R-6: 森林分野の適応に関する情報 
FW-I-7: 立ち枯れ  
漁業 
FI-I-1: 高温に適応する海洋種の分布  
FI-I-2: 内水の高温に適応する魚種  
エネルギー 
EW-I-1: 天候によるエネルギー供給への妨害 EW-R-1: 発電の多様化 
EW-I-2: 天候によるエネルギー供給の停止 EW-R-2: 冷暖房のエネルギー最終消費の多様化 
EW-I-3: 周囲温度による火力発電所の発電の低下 EW-R-3: 蓄電の可能性 
EW-I-4: 風力発電の可能性・発電量 EW-R-4: 高効率火力発電所 
金融 

FiW-I-1: 住宅保険に関連した補償申請率、支出 
FiW-R-1:自然災害による住宅への影響のための延

長保険に関連する年間保険料 
FiW-I-2: 住宅インフラの損害率、コンバインド・

レシオ 
 

FiW-I-3: 暴風雨や洪水による恐慌  
交通・交通インフラ 
VE-I-1: 内水の航海ルートの可航性  
VE-I-2: 気候による事故  
貿易・産業 
IG-I-1: 高温による日常機能の低下 IG-R-2: 産業の水集約度 
観光 
TOU-I-1: ビーチの水温  
TOU-I-2: 観光エリアのビーチの宿泊施設  
TOU-I-3: 温泉の熱負荷  
TOU-I-4: ウィンタースポーツのための降雪  
TOU-I-5: スキーリゾートの宿泊施設  
TOU-I-6: 観光地域の季節的な宿泊施設  
TOU-I-7: 休暇・観光の目的地  
開発計画 

 
RO-R-1: 野生動植物や景観保全のための制限区域

や優先区域 

 
RO-R-2: 地下水や飲料水保全のための制限区域や

優先区域 
 RO-R-3: 水防のための制限区域や優先区域 

 
RO-R-4: 気候の特徴を保全するための制限区域や

優先区域 
 RO-R-5: 住居・交通区域 
 RO-R-6: 洪水危険地域の住居 
市民保護 
BS-I-1: 天候被害に対処するために必要となる人時 BS-R-1: 災害時の行動に関する情報 
 BS-R-2: 集団予防 
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影響指標 応答指標 
 BS-R-3: 緊急事態訓練 

 BS-R-4: 市民保護支援の実行 

横断的分野 
HUE-1: 気候変動の可制御性 
HUE-2: 気候変動影響や適応に関連した研究プロジェクトに対する政府による補助金 
HUE-3: 警戒・情報サービスシステムの利用 
HUE-4: 自治体レベルの適応 
HUE-5: 適応に関する国際金融 

 

 

 

 

モニタリング報告書 p.9～11 

  

 前述のように、各進捗評価指標には、指標とデータのファクトシートが作成されて

いる。ファクトシートには、指標を確認する頻度に関する情報も記載されており、デ

ータを保有する政府省庁・関係機関はこれに基づき、指標の確認を行う。UBA と

KomPass、及び委託先のコンサルティング会社は、政府省庁・関係機関から各指標に

関するデータを収集し、とりまとめを行っている。モニタリング報告書では、それぞ

れの評価指標に対して、評価基準を用いて、過去から現在までの傾向の評価が行われ

ている（図表 3.5.1-2、図表 3.5.1-3）。 

 関係省庁間の調整については、進捗評価指標の調整工程とほぼ同様であり、UBA が

委託したコンサルティング会社と UBA、BMUB との間で調整を行った後、政府内適応

ワーキングループと調整し、政府内適応ワーキンググループの承認の後、報告書が公

表されている。なお、モニタリング報告書は適応戦略策定後 4 年おきに作成される予

定であるが、各政府省庁・関係機関はファクトシートに基づき、多くの進捗評価指標

について、毎年進捗確認を行っている。 

  

進捗評価指標は 2 つのタイプが設定されている。 

 影響指標（Impact Indicators）：気候変動が自然や社会経済システムにどのように影響

を与えるか、どの影響をすでに把握しているか等 

 応答指標（Response Indicators）：どのように行動するか、どの適応策が実施されて

いるか等 
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図表 3.5.1-2 DAS のモニタリング報告書における指標の傾向の評価基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

   モニタリング報告書, p.10 
 

 
図表 3.5.1-3 GE-1-1:熱ストレスの記載ぶりの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

モニタリング報告書, p.28 

傾向 傾向の評価 

上昇傾向 

下降傾向 

逆傾向（下降後に上昇） 

逆傾向（上昇後に下降） 

傾向なし 

望ましい傾向 

望ましいとは言えない傾向 

傾向の評価が実施されていない 

 

GEI-1: 熱ストレス 

過去 40 年間の気温上昇に加えて、極端な暑さが増加している傾向にある。特に猛暑日は急激に増加している。熱帯
夜の傾向は現状分かっていない。熱波注意報の数も同様である。 

ドイツ気象庁による熱波注意報の数 

日
数 

猛暑日の日数（最高気温 30℃） 
熱帯夜の日数（最低気温 20℃） 

図表 3.5.1-2 の評価基準に基づく評価結果を示している。 

熱波注意報の数及び熱帯夜の日数については、過去から現在にわたって変化が少なく、望

ましい傾向にあることを示している。猛暑日の日数については、過去から現在にわたって

増加傾向にあり、望ましくない傾向にあることを示している。 
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3.5.2. DAS の進捗報告書／第 2 次ドイツ適応戦略行動計画（APA2） 

 2015年 11 月には、DAS の進捗報告書が閣議決定され、連邦政府により公表され、

同時に、進捗報告書の別添 3 では、第 2 次 APA が策定されている。 

 進捗報告のパートでは、2011 年に策定された APA で連邦政府としての適応政策の 4
つの柱として挙げている、1.知識・情報・体制の提供、2.連邦政府による法的枠組み等

の構築、3.土地・資産・インフラ等の連邦政府が直接的に責任を有する事項に対する

対策、4.国際的責任について、APA 巻末に示されていた適応策の実施状況の報告、評

価が行われている（図表 3.5.2-1）。また、植生の変化や猛暑日の増加傾向等、モニタリ

ング報告書で明らかとなった、主要なモニタリング指標の確認結果の報告や今後の方

針の提示も文章のみではあるが、行われている 38。 

 

図表 3.5.2-1 「知識・情報・体制の提供」に関する適応策の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

DAS の進捗報告書, p.17 

 

 第 2 次 APA では、分野別の適応策に焦点が当てられている。水分野、インフラスト

ラクチャー分野、土地利用分野、健康分野、経済分野、空間計画分野、横断的分野の7
分野を対象としており、それぞれの分野でインフラストラクチャー、法規制、教育、

財務、研究・モニタリング、協力、普及啓発、その他の項目の適応策を詳細にリスト

化して示している（図表 3.5.2-2、図表 3.5.2-3）。APAで示されていた 4つの柱の適応策

は提示されていない。 

 

                                                           
38 DAS の進捗報告書, p.45 

実施取り止め 実施準備中 実施継続中 実施完了 実施状況不明 
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図表 3.5.2-2 第 2 次 APA の適応策の構成 

 

BMUB 発表資料 

 

図表 3.5.2-3 水分野の適応策のリストの一部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第 2 次 APA, p.218 

  

適応策 適応策の範囲 実施主体 実施時期 財源 

関係する気

候変動影響 
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4. フランスにおける適応計画の進捗管理方法 

 
4.1. 適応計画の進捗管理の概要 39 

 フランスにおける適応計画策定と進捗管理の指標構築のプロセスを図表 4.1-1 に、適

応計画の進捗管理の概要を図表 4.1-2 に示す。 

図表 4.1-1 フランスにおける適応計画の実施と進捗管理のプロセス 
（各種資料より作成、図表中、法令を緑枠、適応計画を橙枠、影響評価報告書を赤枠、 

進捗評価報告書を青枠で示している。） 
                                                           
39 本文中、ゴシック下線で示している報告書・文書は初出時に脚注に URL を記載している。 

環境グルネル法 
（第 1 法: 2008.4, 第 2 法 2009.8） 

・国家適応計画の策定を規定 
・各地域圏で、気候・大気・エネルギー地

域計画の策定を規定 

国家気候変動適応計画 2010-2015 
（2011.10. MEDDE） 

適応計画の最終評価報告書 
（2015.11. 環境・持続可能な開発監察局（CGEDD）） 

 

国家気候変動適応計画 2017-2021 
（2016 策定予定） 

影響評価報告書 
「気候変動：影響のコスト

と適応の道筋」 
（2009.9. エコロジー・持続可

能開発・エネルギー省

（MEDDE））  

適応計画の中間評価報告書 
（2013.12. 適応計画評価委員会） 

  

適応計画の年次モニタリング報告書 
（2011～毎年度. 国立温暖化影響観測所（ONERC）） 

  

気候・大気・エネルギー 
地域圏計画（SRCAE） 

（2010～.各地域圏） 
・地域圏の緩和や大気汚染対

策・目標の報告が中心である

が、適応に関する報告も行う 
 

地域気候・エネルギー 
計画（PCET） 

（各地方公共団体） 
・各地域圏の SRCAE に基づ

き、人口 5 万人以上の地方

公共団体が策定 
  

グリーン成長のための 
エネルギー転換法※ 

（2015.8 ） 
・2016 年度から上場企業や金融機

関、機関投資家に対して、気候変

動影響の特定及び報告を義務付け 
 

※適応計画グリーン成長のためのエネルギー転換法との関係性は本報告書作成時点で確認できないが、エネルギー転換

法に基づく事業者からの報告内容を適応計画の改訂・進捗評価に活用していく可能性が考えられる。 
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図表 4.1-2 フランスにおける適応計画の進捗管理の概要 

関係法令等 環境グルネル法（Grenelle law） 

適応計画 国家気候変動適応計画 2010-2015（French National Climate Change 
Impact Adaptation Plan 2011-2015） 

進捗管理に関する報

告書 

 モニタリング報告書（Plan national d’adaptation au changement 
climatique : point d’avancement （フランス語のみ））（毎年度） 

 国家気候変動適応計画 2011～2015 の中間評価報告書（Plan 
national d’adaptation au changement climatique : rapport d’évaluation à 
mi-parcours（フランス語のみ））（2013 年 12 月） 

 国家気候変動適応計画 2011～2015 の最終評価報告書（Plan 
national d’adaptation au changement climatique 2011-2015 : bilan final
（フランス語のみ））（2015 年 11 月） 

進捗管理の頻度  毎年度、年次モニタリング報告書を作成。 
 2 年おきに適応計画の進捗評価を実施、進捗報告書を作成。 

進捗管理の実施状況 
毎年度、年次モニタリング報告書を作成し、各適応策の進捗状況を

把握。2013 年 12 月に適応計画の中間評価、2015 年 11 月には適応計

画の最終評価を実施。 

評価機関 

 モニタリング実施：国立温暖化影響観測所（Observatoire national 
sur les effets du réchauffement climatique; ONERC） 

 中間評価：適応計画評価委員会（行政機関、有識者、グルネル

環境モニタリング委員会の委員等で構成） 
 最終評価：環境・持続可能な開発監察局（Conseil General de 

l'Environnement et du Developpement Durable: CGEDD）（エコロジ

ー・持続可能開発・エネルギー省（ Ministry of  Ecology, 
Sustainable Development and Energy: MEDDE）の一部であり、環境

審査局の役割を持つ組織） 
調査表や総括表のフ

ォーマット モニタリング報告書における適応策の実施状況の確認表 など 

 

 フランスでは、2009 年に制定された 環境グルネル法（Grenelle law）40に基づき、

2011 年に国家適応計画となる 国家気候変動適応計画 2011～2015（French National 
Climate Change Impact Adaptation Plan 2011-2015）41が策定されている。 

 適応計画では、20 分野を対象に、合計で 84 の適応に関する行動（action）とそれに

対応する 240 の施策（measure）を提示している。適応計画別添のアクションシートで

は、全 240 の適応策の詳細な説明とともに、適応策の進捗評価指標が示されている。 

 適応計画の進捗管理については、毎年、エコロジー・持続可能開発・エネルギー省

（Ministry of  Ecology, Sustainable Development and Energy: MEDDE）のエネルギー・気象

総局（Directorate General for Energy and Climate: DGEC）が設置する国立温暖化影響観測

所（Observatoire national sur les effets du réchauffement climatique: ONERC）が、適応計画

                                                           
40 Grenelle Law; 
https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=JORFTEXT000020949548&categorieLien=id 
41 French National Climate Change Impact Adaptation Plan 2011-2015, and Detailed Action Sheets; 
http://www.developpement-durable.gouv.fr/The-national-climate-change.html 
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に示されている全適応策の進捗状況を進捗評価指標に基づき確認し、年次モニタリン

グ 報 告 書 （Plan national d’adaptation au changement climatique : point 
d’avancement）42として公表している。このモニタリング報告書を基に、2 年おきに適

応計画の進捗評価が行われている。中間評価は、エネルギー・気象総局長の指揮の下

で設置された適応計画評価委員会（行政機関や有識者、グルネル環境モニタリング委

員会の委員等で構成）により 2013 年に実施され、同年 12 月に 適応計画の中間評価報

告 書 （Évaluation à mi-parcours du Plan national d'adaptation au changement 
climatique ）43が公表されている。2015 年には最終評価が実施され、同年 11 月に 適応

計画の最終評価報告書（Plan national d’adaptation au changement climatique 2011-
2015 : bilan final）44が公表された。最終評価は、環境相の命により、監査機関の役割

を持つ環境・持続可能な開発監察局（Conseil General de l'Environnement et du 
Developpement Durable: CGEDD）により実施されている。 

また、2015 年 8 月には、グリーン成長のためのエネルギー転換法 45が施行されてい

る。国内の緩和策の促進を目的とした法律であるが、第 173 条第 3 項では、上場企業

や金融機関、機関投資家に対して、事業活動において想定される気候変動影響の特定

及び報告を 2016 年度以降、毎年行うことを義務付けている。2016 年 10 月時点で、適

応計画との関係性は確認できないが、今後は同法に基づく事業者からの報告を適応計

画の進捗評価・改訂に活用する可能性が考えられるため、動向を注視する必要がある。 

 次節以降に、フランスの適応計画の進捗管理方法・体制の詳細を説明する。 

  

                                                           
42 Plan national d’adaptation au changement climatique : point d’avancement （フランス語のみ）
http://www.developpement-durable.gouv.fr/Plan-national-d-adaptation-au,33302.html 
43 Évaluation à mi-parcours du Plan national d'adaptation au changement climatique（フランス語のみ）; 
http://www.developpement-durable.gouv.fr/IMG/pdf/ONERC_Rapport_evaluation_mi-
parcours_PNACC_VF_web.pdf 
44 Plan national d’adaptation au changement climatique 2011-2015 : bilan final（フランス語のみ）; 
http://cgedd.documentation.developpement-durable.gouv.fr/documents/cgedd/010178-01_rapport.pdf 
45 LOI n° 2015-992 du 17 août 2015 relative à la transition énergétique pour la croissance verte （フランス語の

み）;  https://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=JORFTEXT000031044385&categorieLien=id 
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4.2. 適応政策の体制 

 適応計画の全体の主導は MEDDE が担う。政府省庁間の連携・調整を目的とした組

織は設置されておらず、適応計画では、適応策はその実施主体が責任を持って実施す

ることが方針として示されている。そのため、適応計画において示されている適応策

の中には、複数の省庁が連携して行う適応策もあるが、そのような適応策は適応策ご

とに、政府省庁間で連携が図られている。 

 前述のように、MEDDE の下で設置された ONERC が毎年、各適応策の実施主体に進

捗評価指標に基づき進捗状況を確認する。2年おきに実施する進捗評価の結果は、議員

や業界団体、NGO、地方公共団体の代表等で構成される環境移行国家評議会（National 
Council of Ecological Transition: CNTE）に報告され、フィードバックを受ける（図表

4.2-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4.2-1 適応政策の実施体制（各種資料より作成） 

  

エコロジー・持続可能開発・エネ
ルギー省（MEDDE） 
 

国立温暖化影響観測所
（ONREC） 

環境移行国家評議会（CNTE） 
・議員、業界団体、NGO、地方公共団体の代
表等で構成 

 

進捗状況に対する
フィードバック 

進捗状況報告 設置  
適応策の 

モニタリング 
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4.3. 国家気候変動適応計画 2011～2015 における進捗管理の方針 

 フランスでは、2009 年に制定された環境グルネル法を根拠に、国家気候変動適応計

画 2011～2015 が策定されている。 

 適応計画では、20 分野 46を対象に、合計 240 の適応策を提示しており、それら適応

策の方針として、以下の 5 つを挙げている 47。 

 後悔のない対策（no regret measures）：節水の促進等、気候変動が生じない場合

でも有効な対策 
 取り消しできる対策（reversible measures）：公共サービスの契約における気候変

動の主流化等 
 安全性の余裕（safety margins）を増やす対策：森林火災に対する警戒地域を拡

大するために、潜在的に森林火災に対して脆弱な地域の設定手法のレビューを

行う等 
 長期の実施期間を要する対策：地域の森林指針に気候変動を統合する等  
 知識の蓄積に応じて、定期的な調整・見直しが可能な対策：屋内の夏期の快適

温度に関する基準の強化等 

 また、適応計画の進捗評価の方法に関しては、以下のような方針が示されている。 

 モニタリング 
 ONERC は、適応計画で示されている進捗評価指標に基づき、毎年モニタリン

グを行い、適応策のレビューを行う。とりまとめにあたっては、バランスシー

ト 48を作成する。 
 評価 

 DGEC は適応計画評価委員会（Adaptation Plan Evaluation Committee）を設置す

る。委員会は計画を実施する行政機関の代表やグルネル環境モニタリング委員

会の代表、有識者の代表で構成する。 
 委員会は、2013 年末に、適応計画の中間評価を行い、報告書を作成する。中

間評価報告書では、計画の進捗状況や、適応策実施に係る改善策の提案、また、

計画の残存期間中に優先して実施すべき事項の提案を行う。中間評価では、気

候・大気・エネルギー地域圏計画や地域気候・エネルギー計画の枠組みの中で

実施されている地域レベルの適応の取組や、それらの適応計画との整合性の評

                                                           
46 1.分野横断、2.健康、3.水資源、4.生物多様性、5.自然災害、6.農業、7.林業、8.漁業・水産養殖、9.エネ

ルギー・産業、10.インフラ・輸送システム、11.都市計画・建築、12.観光、13.情報、14.教育・訓練、15.
研究、16.基金・保険、17.海岸線、18.山岳、19.欧州と国際、20.ガバナンス 
47 適応計画 p.14 
48 ここでのバランスシートとは、図表 4.5.1-1 や図表 4.5.2-1、図表 4.5.2-2 のような、適応策の実施率を示

す表を指している。 
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価も実施する。 
 委員会は、2015 年までに計画の最終評価を実施する。最終評価報告書は次期

計画実行の基盤となる情報を提供する 49。 

 計画の中では、分野ごとに 2011 年～2015 年に実施する 5～6 つの適応策を示されて

おり、それらの適応策は、情報の普及、法律と基準の調整、制度的適応、直接投資の4
種類に主眼が置かれている。別添のアクションシートでは、全適応策の詳細の説明が

適応策の実施主体や関係機関、実施時期、進捗評価指標とともに示されている（図表

4.3-1）。 

 

図表 4.3-1 アクションシートにおける適応策の記載ぶりの一例（健康分野） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Detailed Action Sheets, p.8 
  

                                                           
49 4.5.2 で説明するように、適応計画では、適応計画評価委員会が最終評価を行うこととしていたが、外部

評価として、CGEDD により最終評価が行われた。 

行動 

適応策 

適応策

の詳細 

実施主体 

関係機関 

実施時期 

評価指標 
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4.4. 進捗評価手法検討のプロセス 

 フランスでは、適応計画策定時から、240の適応策それぞれについて、進捗評価指標

が少なくとも一つ設定されている。これらの進捗評価指標は、既存かつ容易にアクセ

ス可能な適応策の進捗状況を測る指標という MEDDE の方針の下、各分野を代表する

政府省庁が設定したものである。報告書や論文の公表数や教育訓練の実施回数、リス

クが高い地域として特定された地域数といった、適応策のアウトプットに係る指標を

中心に設定されている。 
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4.5. 進捗評価の実施状況 

4.5.1. 適応計画の年次モニタリング報告書 

 適応計画で規定されているように、ONERC は毎年、各適応策の実施主体に適応策の

実施状況を確認し、年次モニタリング報告書を作成している。 

 年次モニタリング報告書では、各分野の行動・適応策の実施率が報告されるほか

（図表 4.5.1-1）、各適応策の実施状況の説明や、実施に遅れが生じていないかどうかが

報告されている（図表 4.5.1-2）。各適応策が適応計画に定めた実施時期に沿って実施さ

れているかの確認結果を報告するものであり、評価指標の確認結果の報告は行われて

いない。 

 

図表 4.5.1-1 各分野の行動・適応策の実施率 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 年度モニタリング報告書, p.1 

 

図表 4.5.1-2 適応策の実施状況の確認結果 

 
 
 

 

 

 

 
 

2013 年度モニタリング報告書, p.3 

分野 行動 適応策 
行動／適応策

の総数 

実施率 

適応策 実施状況 分野 実施時期 
当初計画

の時期 
実際の 
実施時期 
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4.5.2. 適応計画の中間評価報告書、最終評価報告書 

 適応計画の規定通り、適応計画の中間評価は 2013 年に、適応計画評価委員会が実施

し、同年 11月に適応計画の中間評価報告書を公表している。 

 中間評価報告書は、各分野の 2013 年までの行動・適応策の実施状況の報告の後、適

応策に費やした予算の状況や、各適応策の実施状況、計画の満了時期である 2015 年ま

でに実施すべき目標・課題等を文章で記載している（図表 4.5.2-1）。 

 

図表 4.5.2-1 中間評価における 健康分野の行動・適応策の実施状況、 
2015 年までの実施目標等の報告 

 

（行動・適応策の実施状況） 

 
 
 
 

 

（適応策の実施状況・目標の記載ぶり） 

 

 

 

 

 

中間評価報告書, p.7～9 

 

 最終評価については、適応計画の中では、中間評価同様、適応計画評価委員会が行

うこととしていたが、その後、環境相の命により、CGEDD が行うことに変更となって

いる。CGEDD は、MEDDE の下に置かれている内部監査機関である。最終評価は、

2015 年に CGEDD の 3 人の職員が中心となって行われ、2015 年 11 月に適応計画の最終

評価報告書が公表されている 50。 

                                                           
50 最終評価報告書英語要約, p.1; http://www.developpement-
durable.gouv.fr/IMG/pdf/ONERC_SUMMARY_Evaluation_FRENCH_PNA.pdf 

行動 

適応策 

行動／適応策

の総数 

実施中の 
行動／適応策 

延期となった

行動／適応策 
実施再検討中の

行動／適応策 
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 最終評価報告書では、行動・適応策の実施状況の報告（図表 4.5.2-2）の後、各分野

の総評と次期適応計画に向けた提案が文章で記載されている。 

 

図表 4.5.2-2 適応策の最終的な実施状況 51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終評価報告書,p39 

  

 例えば、健康分野の総評としては、以下が挙げられている。 

 健康分野では、5 つの行動と 16 の適応策を挙げている。そのうち、6 つの適応

策は実施完了しており、5 つの適応策が実施中である。 

 2007 年に策定した適応戦略に従い、適応計画では、研究・調査及び専門的知見

の蓄積を目的とした適応策に焦点を当てていた（8 つの適応策）。 

 特に、鳥や蚊、ダニ等による感染症に関わる適応策に優先を置いたが、ウエス

トナイル熱のような家畜伝染病に関する適応策が不足していた。 

                                                           
51 詳細は不明であるが、報告書中に、計画策定時から追加となった適応策があるとの記載が見られるた

め、適応策の総数が計画策定時の 240 から 242 に増加したものと考えられる。 

分野 

適応策の

総数 
実施完了し

た適応策 
実施中の 
適応策 

延期となった

適応策 
取り止めと 
なった適応策 



  

61 
 

 一方で、労働者への影響に関わる適応策（2 つの適応策）や公衆衛生の改善や

医療関係者に対する教育・訓練に関わる適応策（2 つの適応策）のように、適

応戦略で規定されている方針の範囲外で実施した適応策もあった。 

実施延期となった適応策や実施取り止めとなった適応策については、個別の適応策

に関して具体的な理由は明示されていないものの、各分野の総評の中で、体制に課題

があるため遅れが生じているや、経済的な理由に実施取り止めとなった等、簡潔に理

由が説明されている。 

 適応計画の最終的な評価としては、75%の適応策が 2016 年末までに完了を予定して

いるため、適応計画の評価結果としては概ね良好としている一方で、試算していた適

応計画実施に掛かる費用である 1 億 7,100 万ユーロについては、予算の配分のモニタリ

ングが包括的に実施されなかったため評価が不可能であったと結論付けている。 

 中間評価報告書及び最終評価報告書は、作成後、MEDDE が設置する環境移行国家

評議会（National Council of Ecological Transition）に報告され、評議会は、MEDDE に対

して、計画の改善等に関するフィードバックを提供することとなっている。評議会は

国内及び EU の議員や NGO、業界団体等により構成されている。 
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5. 米国における適応計画の進捗管理方法 

 
5.1.  適応計画の進捗管理の概要 52 

 米国における適応計画策定と進捗管理の指標構築のプロセスを図表 5.1-1 に、適応計

画の進捗管理の概要を図表 5.1-2 に示す。 

図表 5.1-1 米国における適応計画の実施と進捗管理のプロセス 
（各種資料より作成、図表中、法令・大統領令を緑枠、適応計画を橙枠、影響評価報告書を赤枠、 

進捗評価報告書を青枠で示している。） 

                                                           
52 本文中、ゴシック下線で示している報告書・文書は初出時に脚注に URL を記載している。 

連邦政府の持続可能性のための 
今後 10 年における対策に関する大統領令 13693 

（2015.3） 
 

環境・エネルギー及び経済における連邦政府の 
リーダーシップに関する大統領令 13514 

（2009.10） 

連邦政府機関気候変動適応計画： 
実施指針及び支援資料 

（2011.3. ホワイトハウス環境諮問委員会 
（CEQ）） 

気候変動の合衆国への影響に対する準備

に関する大統領令 13653 （2013.11） 

大統領令 13693 の

実施指針 
（2015.6. CEQ） 
 

省庁間気候変動適応 
タスクフォース 

（提言提出後解散） 

省庁間気候変動適応タスクフォース進捗報告書： 
国家気候変動適応戦略支援行動提言 
（2010.10：公表、大統領に提出） 

（2011.10：更新） 
 

大統領気候行動計画 
（緩和が中心であるが、一部適応を含む）

（2013.6） 
 

各政府関係機関の適応計画 
（各政府関係機関） 

・CEQ の実施指針に基づき、

各政府関係機関は SSPP の別

添として適応計画を策定 
・大統領令 13653 発令後 120
日以内及び、4 年毎の「国家

気候評価」の公表から 1 年以

内に適応計画を改訂 
 

気候変動への準備と対応に関する委員会 

気候への準備及び対応力

に関する州・地方・ 
部族長タスクフォース 

（提言後解散） 
 

気候への準備及び対応力 
に関する州・地方・部族長 

タスクフォース‐大統領への提言 
 （2014.11） 

 

戦略的かつ持続可能な 
行動計画（SSPP） 
（各政府関係機関） 

・適応計画、気候変動関連の

政策・施策、その他環境関

連の政策・施策等の進捗状

況を毎年度報告 
  

 国家気候評価 
（2000. 2009. 2014. 
地球規模変動研究 

プログラム） 
・15 政府関係機関の

代表が参加 
・地球規模変動研究法

（1990）で 4 年毎

に評価を実施し、報

告することが規定 
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図表 5.1-2 米国における適応計画の進捗管理の概要 

関係法令等 

 環境・エネルギー及び経済における連邦政府のリーダーシップ

に 関 す る 大 統 領 令 13514 （ Executive Order 13514 ： Federal 
Leadership in Environmental, Energy and Economic Performance） 

 連邦政府の持続可能性のための今後 10 年における対策に関する

大統領令 13693 （ Executive Order 13693, Planning for Federal 
Sustainability in the Next Decade） 

 気候変動の合衆国への影響に対する準備に関する大統領令 13653
（Executive Order 13653, Preparing the United States for the Impacts of 
Climate Change） 

適応計画 各政府関係機関はホワイトハウス環境諮問委員会（Council on 
Environmental Quality: CEQ）の実施指針に基づき適応計画を策定 

進捗管理に関する報

告書 
戦略的かつ持続可能な行動計画（Strategic Sustainability Performance 
Plan: SSPP）（毎年度） 

進捗管理の頻度 毎年度、各政府関係機関が進捗評価を実施 

進捗管理の実施状況 大統領令 13514（その後 13693 に置換）、 13653、13693 に従い、各

政府関係機関が毎年度改訂する SSPP の中で進捗を報告している。 

評価機関  SSPP を策定する各政府関係機関 
 各政府関係機関は SSPP 策定後、CEQ の承認を受ける。 

調査表や総括表のフ

ォーマット 

 各機関が共通のフォーマットを使用し、進捗状況を報告 
 大統領令 13693 の実施指針において、共通のテンプレートによ

り戦略的かつ持続可能な行動計画を策定することを各機関に要

求している。 
 

 米国の適応関連政策は、大統領令に基づき実施されている。2009 年に発令された 環

境・エネルギー及び経済における連邦政府のリーダーシップに関する大統領令 13514
（Executive Order 13514：Federal Leadership in Environmental, Energy and Economic 
Performance） 53 では、ホワイトハウス環境諮問委員会（Council on Environmental 
Quality: CEQ）が各政府関係機関の 気候変動適応計画の実施指針及び支援資料

（Federal Agency Climate Change Adaptation Planning: Implementing Instructions and 
Support Document） 54を策定することを規定している。2015 年に、大統領令 13514
は、連邦政府の持続可能性のための今後 10 年における対策に関する大統領令

13693(Executive Order 13693, Planning for Federal Sustainability in the Next Decade)55

に置換され、その内容はほぼそのまま継承されている。 

 大統領令 13514 の規定に基づき、各政府関係機関は 2012 年に戦略的かつ持続可能な

                                                           
53Executive Order 13514：Federal Leadership in Environmental, Energy and Economic Performance;  
https://www.gpo.gov/fdsys/pkg/FR-2009-10-08/pdf/E9-24518.pdf 
54 Federal Agency Climate Change Adaptation Planning: Implementing Instructions; 
https://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ceq/adaptation_final_implementing_instructions_3_3.pdf 
Support Document; 
https://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ceq/adaptation_support_document_3_3.pdf 
55 Executive Order 13693, Planning for Federal Sustainability in the Next Decade ; 
https://www.gpo.gov/fdsys/pkg/FR-2015-03-25/pdf/2015-07016.pdf 
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行動計画（Strategic Sustainability Performance Plan: SSPP）56の別添として 適応計

画 57を策定している。各政府関係機関は、CEQ が作成した実施指針と支援資料に基づ

き適応計画を検討している。 

 また、2013 年に発令された 気候変動の合衆国への影響に対する準備に関する大統領

令 13653（Executive Order 13653, Preparing the United States for the Impacts of 
Climate Change）58では、本大統領令の発令後 120 日以内に適応計画を改訂すること

や、4 年毎に改訂される気候動影響評価報告書となる 国家気候評価（National Climate 
Assessment）59の公表後 1 年以内に適応計画を改訂することを各政府関係機関に規定

している。これを受けて、2014 年～2015 年にかけて、各政府関係機関は適応計画を改

訂し、SSPP の別添として公表している。 

 適応計画の進捗管理に関しては、同大統領令において、各政府関係機関が、毎年度

改訂する SSPP の中で、適応計画の進捗状況を報告することが規定されている。 

SSPP は、温室効果ガス削減量やエネルギー効率向上、車両の石油使用削減、節水、

廃棄物削減、政府調達における環境配慮などの各政府関係機関の目標の達成状況を毎

年度報告することを目的とするものであり、適応計画の進捗状況に関する報告もその

一環として毎年度行われている。 

 次節以降に、米国の適応計画の進捗管理方法・体制の詳細を説明する。 

  

                                                           
56 各政府関係機関の SSPP; https://www.performance.gov/node/3406/view?view=public#supporting-info 
57 各政府関係機関の適応計画; https://www.performance.gov/node/3406/view?view=public#supporting-info 
58 Executive Order 13653, Preparering the United States for the Impacts of Climate Change ; 
https://www.gpo.gov/fdsys/pkg/FR-2013-11-06/pdf/2013-26785.pdf 
59 National Climate Assessment; http://nca2014.globalchange.gov/ 
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5.2.  適応政策の体制 

 米国の適応政策の実施は、大統領令に基づき、各政府関係機関に委ねられている。

各政府関係機関は適応計画の策定・改訂、及びSSPPの作成後、CEQに提出し、承認を

受ける。 

 政府関係機関間の調整・連携に関しては、2013 年に発令した大統領令 13653 の下で、

気候変動への準備と対応に関する委員会（Council on Climate Preparedness and Resilience）
が設置されている。この委員会には、CEQ と科学技術政策局、国土安全保障担当補佐

官を議長に、適応計画を策定する 30 以上の政府関係機関が参加している（図表 5.2-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5.2-1 適応政策の実施体制（各種資料より作成） 

  

各政府関係機関 
 

気候変動への準備と対応に関する委員会
（Council on Climate Preparedness and 
Resilience） 
・気候変動の合衆国への影響に対する準備に関

する大統領令 13653 により設置 
・CEQ と科学技術政策局、国土安全保障担当補

佐官を議長に 30 以上の政府関係機関が参加 
 

ホワイトハウス環境諮問委員会
（CEQ） 
 

適応計画・SSPP
提出 政府関係機

関間調整 
 

適応計画・SSPP
承認 

参加 
 

議長として参加 
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5.3. 各大統領令における進捗管理の方針 

 前述のように、米国では、適応に関連する各大統領令において、進捗管理の方針が

示されている。以下に、大統領令で記載されている進捗管理の方針を説明する。 

 

5.3.1. 環境・エネルギー及び経済における連邦政府のリーダーシップに関する大統

領令 13514 

 大統領令 13514は 2009年 10月に発令された。16節では、「CEQ議長は、本大統領令

の発行から 1 年以内に、省庁間気候変動適応タスクフォース 60や省庁の意見を聴きつ

つ、大統領に、国家適応戦略を支える省庁の活動に関する進捗報告を行い、必要な政

策についてさらに提言する。」としている。省庁間気候変動タスクフォースは、大統領

令 13514 発令前の 2009 年春に、政府間省庁連携とホワイトハウスに対する適応政策の

提言を目的に設置された。 

 2010 年には、進捗報告と提言を兼ねて、省庁間気候変動適応タスクフォース進捗報

告書：国家気候変動適応戦略支援行動提言（Progress Report of the Interagency 

Climate Change Adaptation Task Force: Recommended Actions in Support of a National 
Climate Change Adaptation Strategy）61が省庁間気候変動タスクフォースからホワイ

トハウスに提出されている。提言では、「パート 8 次のステップ：よりレジリエント

な国家構築」において、この行動提言のその後の進捗管理について述べている。具体

的には、「タスクフォースは、連邦政府の適応の方向性を議論するため省庁間の会議を

継続するとともに、本報告で明らかにされた推奨行動の実施をモニターする。タスク

フォースは、2011 年 10 月には、連邦政府の適応の取組の結果を記載し、かつ連邦政府

の適応の取組の精緻化に向けた追加的な提言を示した進捗報告を準備する。」としてい

る。しかし、それ以上、進捗管理に用いる具体的な指標や評価の方法などは述べられ

ていない。大統領令 13514 そのものでも、同提言の具体的な進捗管理・評価方法など

については特に規定されていない。2011 年には同提言は更新され、2014 年に再度更新

することが述べられていたが、2013 年 11 月に制定された大統領令 13653 により、タス

クフォースは解散している。 

                                                           
60 省庁間気候変動タスクフォースは、CEQと海洋大気庁、科学技術政策局を議長に22の政府関係機関で構

成される。22の政府関係機関とは、国際開発庁、陸軍工兵司令部、経済諮問委員会、農務省、商務省、国

防総省、教育省、エネルギー省、保健福祉省、国土安全保障省、住宅都市開発省、内務省、国務省、交通

省、財務省、環境保護庁、ミレニアムチャレンジ公社、航空宇宙局、国家情報会議、国家経済会議、国家

安全保障会議、行政管理予算局である。 
61 Progress Report of the Interagency Climate Change Adaptation Task Force: Recommended Actions in Support of a 
National Climate Change Adaptation Strategy;  
https://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ceq/Interagency-Climate-Change-Adaptation-Progress-
Report.pdf 
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 大統領令13514の 8節「機関の持続可能な行動計画（Agency Sustainability Performance 
Plan）」では、それぞれの機関は、毎年度作成する SSPP の中で、機関の運営・活動に

関する気候変動リスクや脆弱性を短期的・長期的に評価することが規定されている。

また第 5 条「環境諮問委員会の追加的義務（Additional Duties of the Chair of the council 
on Environmental Quality）」では、CEQ が大統領令 13514 実行に係る指針を作成するこ

とが規定されており、これを受けて、2011 年 3 月に政府関係機関の気候変動適応計画

の実施指針及び支援資料が CEQ により公表されている。 

 気候変動適応計画の実施指針では、各政府関係機関に対して、以下を要求している。 

 2011 年 6 月に策定する SSPP の中で、各政府関係機関は、機関の適応政策の目

標を記載すること。 

 2011 年度中に、CEQ は政府関係機関の間でワークショップを開催し、それぞれ

の機関は、気候変動影響や適応政策の目標等の情報を共有すること。 

 2012年 6月 4日までに各政府関係機関は SSPPの別添として適応計画を策定し、

環境諮問委員会と行政管理予算局に提出すること。 

 気候変動適応計画の実施指針には、支援資料が附属しており、適応計画策定にあた

り参考となる、各分野の気候変動影響の例や、政策方針の書き方、適応策を記載する

雛形等の情報が提供されている。 

 

5.3.2. 気候変動の合衆国への影響に対する準備に関する大統領令 13653 

 大統領令 13653は 2013年 11月に発令された。本大統領令では 5節「連邦機関の気候

変動関連のリスクに対する計画（Federal Agency Planning for Climate Change Related 
Risk）」において、各機関は適応計画の進捗状況や、適応計画に変更があれば、その内

容を各政府関係機関が毎年度作成する SSPPにおいて報告すること、また、各政府関係

機関は、本大統領令の発行から 120 日以内に適応計画の改訂を行い、以降、4 年毎に改

訂される国家気候評価（第 3 次国家気候評価は 2014 年公表）の公表から 1 年以内に適

応計画を改訂することが規定されている。 

 また 6 節「気候変動への準備と対応に関する委員会（Council on Climate Preparedness 
and Resilience）」では、気候変動タスクフォースを解散するとともに、政府関係機関間

の連携を促進するために、新たに、気候変動への準備と対応に関する委員会 62を設置

                                                           
62 気候変動への準備と対応に関する委員会は、CEQと科学技術政策局、国土安全保障担当補佐官を議長

に、30以上の政府関係機関で構成される。30以上の政府関係機関とは、国務省、財務省、国防総省、司法

省、内務省、農務省、商務省、労働省、保険福祉省、住宅都市開発省、交通省、エネルギー省、教育省、

退役軍人省、 国土安全保障省、国際開発庁、陸軍工兵司令部、環境保護庁、調達局、ミレニアムチャレ

ンジ公社、航空宇宙局、 中小企業庁、ナショナル・コミュニケーションサービス株式会社、国家情報
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することを規定している。 

 気候変動への準備と対応に関する委員会の他に、大統領令の下で、州政府や地方公

共団体、部族長の代表で構成される「気候への準備及び対応力に関する州・地方・部

族長タスクフォース」が設置されており、2014 年 11 月には、気候への準備及び対応力

に関する州・地方・部族長タスクフォース‐大統領への提言（PRESIDENT’S STATE, 

LOCAL, AND TRIBAL LEADERS TASK FORCE ON CLIMATE PREPAREDNESS AND 
RESILIENCE, Recommendations to the President ）63をホワイトハウスに提出してい

る。提言では、7 つの行動分野 64 を設定し、各行動分野で 4～7 つの勧告

（Recommendations）と、各勧告での具体的な取組が示されている。この提言に対する

進捗報告が 2015 年 7 月にホワイトハウスから公表されている。進捗報告では、行動分

野・勧告ごとに政府の具体的な取組を挙げて、その成果を説明している。図表 5.3.2-1
に進捗報告の一部を抜粋して示す。 

 

図表 5.3.2-1  大統領への提言に対する進捗報告の例 
行動分野 勧告  進捗報告での政府の取組 

1. 対応力
を有する
コミュニ
ティの構
築 

1 モデル地区の開発とコミュ
ニティの対応力強化に関す
る最良の事例の普及を加速
する 

・ 
 
・ 

Climate Action Champions プログラムの実
施 
Preparedness Pilot の実施 

2 建築およびインフラの用地
とデザインに関する対応力
の基準の開発と採用を促進
する 

・ Federal Flood Risk Management Standard
の公表 

3 気候にスマートな土地利用
管理や開発を促進し、賞を
授与する 

・ 
 
・ 

Guide to Infrastructure Planning and 
Design の公表 
対応力向上を奨励する Comprehensive 
Economic Development Strategy Content 
Guideline の公表 

4 連邦政府の投資、活動、プ
ログラムでの対応力向上モ
デルを示す 

・ 
・ 
 
・ 

省庁による適応計画の策定 
連邦政府の持続可能性のための今後 10 年で
の対策に関する大統領令 13693 の公表 
Federal Climate Training Framework の実
施 

 

                                                           
局、経済諮問委員会、国家経済会議、国民政策審議会、行政管理予算局、渉外政府間問題局、通商代表

部、その他大統領や議長が任命した組織である。  
63 PRESIDENT’S STATE, LOCAL, AND TRIBAL LEADERS TASK FORCE ON CLIMATE PREPAREDNESS 
AND RESILIENCE, Recommendations to the President; 
https://www.whitehouse.gov/sites/default/files/docs/task_force_report_0.pdf 
64 7 つの行動分野として、1.対応力を有するコミュニティの構築、2.インフラの対応力の改善、3.自然資源

の対応力の確保、4.健康維持と国民の対応力への支援、5.気候にスマートな危険緩和策および災害への準

備と回復の支援、6.対応力に関する経済の理解と行動、7.対応力に関する能力の構築を挙げている。 
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5.3.3. 連邦政府の持続可能性のための今後 10 年における対策に関する大統領令

13693 

  大統領令 13693 は、2015 年 3 月に発令された。大統領令 13514 を置換するものであ

り、適応計画の進捗管理・評価方法についての新たな決定はない。 

 また、大統領令発令後、CEQ は 大統領令 13693 の実施指針（Implementing 
Instructions for Executive Order 13693）65を策定しているが、この指針においても、共

通のテンプレートにより SSPPを策定することを各政府関係機関に要求するのみで、新

たな方針等は記載されていない。 

  

                                                           
65  Implementing Instructions for Executive Order 13693；
https://www.whitehouse.gov/sites/default/files/docs/eo_13693_implementing_instructions_june_10_2015.pdf 
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5.4.  進捗評価手法検討のプロセス 

 米国の適応政策の実施は、各政府関係機関に委ねられており、次節に示すように、

適応計画の構成・内容の濃淡は政府関係機関により異なる。そのため、SSPP における

進捗状況の報告は共通のテンプレートに沿って行われているものの、進捗評価手法は

政府関係機関により様々である。 
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5.5. 進捗評価の実施状況 

 大統領令 13514 及び CEQ が策定した気候変動適応計画の実施指針に基づき、各政府

関係機関は、2012 年に SSPP の別添として適応計画を策定している。 

 実施指針別添の支援資料では、適応の方針や適応策のアクションシート（図表 5.5-1）
等の各種テンプレートが示されているものの、各政府関係機関は必ずしもテンプレー

トに従い適応計画を策定しているわけではなく、構成・内容の詳細さは政府関係機関

ごとに異なる。 

 

図表 5.5-1 気候変動適応計画の実施指針別添、支援資料で提供されている適応策のア

クションシートテンプレート 

 

 

 

 

気候変動適応計画の実施指針別添、支援資料, p.45 

 

2014 年～2015 年にかけて、各政府関係機関は大統領令 13653 の規定に基づき、適応

計画を改訂し、SSPPの別添として公表している。2016年 8月時点で、33の政府関係機

関が適応計画を策定している。図表 5.5-2 に各政府関係機関の適応計画における適応策

の提示方法および進捗管理の方針・実施体制の記載の有無、進捗評価指標設定の有無、

進捗評価指標の種類を整理した。 

適応策 規模 実施完了時

 
共同実施機関 
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図表 5.5-2  各政府関係機関の適応計画における適応策の提示方法、進捗評価指標の設定等 
（適応策の提示方法については、○：一覧表により適応策を提示、●：文章により適応策を提示、△：適応の方針のみ提示を意味する。） 

各政府関係機関の適応計画より作成
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適応策の提示方法は政府関係機関ごとに異なり、一覧表で適応策を示している計画

もあれば、文章のみで適応策を示している計画もある。また一方で、具体的な適応策

は示さずに、適応の方針のみを記載して適応計画としている政府関係機関も見られ

る。 

農務省等のように、一部の政府関係機関では、進捗評価指標も含めたより詳細な適

応策の一覧表を作成している（図表 5.5-2）。また商業省のように、文章のみで進捗評

価指標を含めた適応策を示している政府関係機関も見られる（図表 5.5-3）。 

 

図表 5.5-2 農務省（U.S. Department of Agriculture: USDA）の適応計画における 
適応策の一覧表の構成 

 

 

 

 

 

 

 

USDA 適応計画, 2014, p.49 

 

図表 5.5-3. 商業省（Departmen of Commerce：DOC）の適応計画における適応策の提

示方法 

 

 

 

 

 

 

 

DOC 適応計画, 2014, p.14 

適応策 

目標 

実施主体 

リスク・好機 

規模 

実施時期 

実施手法 

指標 

関係機関間調整 

資源 

課題 

実施状況 

適応策 

実施主体 

実施方法 

規模 

指標 
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 各機関の適応計画・適応策の進捗状況は、前述した大統領令 13653 で規定されるよ

うに、各政府関係機関が毎年度作成する SSPP の中で報告され、進捗状況及び今後 1 年

間の目標が共通のテンプレートを用いて報告されている（図表 5.5-4）。各政府関係機

関はSSPPを作成後、CEQと行政管理予算局に報告し、両者の承認後に一般に公表され

る。 

 

図表 5.5-4 環境保護庁（Environment Protection Agency: EPA）の気候変動強靭化

（適応）に関する進捗状況の一例 

（各政府関係機関は同様の様式を使用し、進捗状況等を報告する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
EPA SSPP, 2015, p.66 

  

戦略 戦略が組織の優先すべ

き 5 つの目的に当ては

まるか 戦略の解説 

今後 12 ヶ月のマイ

ルストーンを含む、

進捗状況を測る特定

の目標・指標 

EPA の SSPP では、適応に関して優先すべき目標として以下の 5 つを挙げており、実施する戦略が

5 つの目的に対応しているかどうかが表中の（B）で示されている。 
1. 気候変動影響への対応・計画を動機付けするために、事業・政策の更新を図る。 
2. 気候変動に脆弱なコミュニティや脆弱性に対応する対策を特定する。 
3. EPA が実施する適応や強靭化に関わる事業・政策に最新の科学的知見が反映されていることを

保障する。 
4. 気候変動により影響を受ける可能性がある既存の施設・インフラの改修、管理を行う。 
5. 他の政府関係機関や地方公共団体、事業者等と調整し、機関全体の取組や地域計画に適応が組み

込まれていることを保障する。 
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6. 韓国における適応計画の進捗管理方法 

 
6.1. 適応計画の進捗管理の概要 66 

 韓国における適応計画策定と進捗管理の指標構築のプロセスを図表 6.1-1 に、適応計

画の進捗管理の概要を図表 6.1-2 に示す。 

 

 

 
 
 

図表 6.1-1 韓国における適応計画の実施と進捗管理のプロセス 
（各種資料より作成、図表中、法令を緑枠、適応計画を橙枠、影響評価報告書を赤枠、 

進捗評価報告書を青枠で示している。） 

                                                           
66 本文中、ゴシック下線で示している報告書・文書は初出時に脚注に URL を記載している。 

※1 国家気候変動適応マスタープラン 2011-2015 策定後に策定予定であった各部処庁の 5 ヶ

年の詳細施行計画及び年次詳細施行計画の公表資料は確認できない。第 2 次国家気候変動

適応マスタープラン 2016-2020 の策定を受けて、 2016 年 6 月に各部処庁の 5 ヶ年の詳細

施行計画（改訂）及び 2016 年度の年次詳細施行計画が公表されている。 
※2 国家気候変動適応マスタープラン 2011-2015 では、3 年次及び 5 年次に総合評価報告書

を公表することを定めているが、報告書の公表は確認できない。  
 

低炭素グリーン成長基本法／ 
低炭素グリーン成長基本法施行令 

（2010.4） 
 

国家気候変動適応 
マスタープラン 2011-2015 
（2010.10. 関係部処庁合同

（13 部処庁）） 
 

各部処庁の 
5 ヶ年の詳細施行計画※1 
（関係部処庁合同） 

 

韓国気候変動評価報告書

2010 
（2010.9. 環境部・ 
国立環境科学院）  

 

第 2 次国家気候変動適応 
マスタープラン 2016-2020 
（2015.12. 関係部処庁合同

（20 部処庁）） 
  

韓国気候変動評価報告書

2014 
（2015.2. 環境部・ 
国立環境科学院）  

  各部処庁の 5 ヶ年の 
詳細施行計画（改訂）※1 

（2016.6.関係部処庁合同） 
  

各部処庁の 
年次詳細施行計画

（毎年度改訂）※1 

（関係部処庁合同） 
  

総合評価報告書※2 
（環境部） 

  

各部処庁の 
年次詳細施行計画

※1 
（2016.6.関係部処庁合同） 
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図表 6.1-2 韓国における適応計画の進捗管理の概要 

関係法令等 低炭素グリーン成長基本法／低炭素グリーン成長基本法施行令 

適応計画  国家気候変動適応マスタープラン 2011-2015 
 第 2 次国家気候変動適応マスタープラン 2016-2020 

進捗管理に関する報

告書 

 総合評価報告書（マスタープランではマスタープラン策定後の 3
年次及び 5 年次に公表することを定めているが、公表資料は確認

できていない） 

進捗管理の頻度 

 毎年度、各部処庁は所管する詳細施行計画の実施状況を自己評

価し、年次詳細施行計画を改訂 
 マスタープランの 3 年次及び 5 年次に各部処庁の実施状況を踏ま

えて、総合評価を実施 

進捗管理の実施状況 
 国家気候変動適応マスタープラン 2011-2015 の総合評価を実施

し、第 2次国家気候変動適応マスタープラン 2016-2020 に反映済

み（総合評価の実施状況、評価結果の詳細は不明） 

評価機関 

 気候変動適応関係部処庁協議会：マスタープランの総合評価 
 各部処庁：各部処庁所管の詳細施行計画の自己評価 
 適応実務委員会：各部処庁の詳細施行計画の実施状況の点検・

評価 
調査表や総括表のフ

ォーマット 適応策の工程表など 

  

 韓国では、2010 年 4 月に制定された 低炭素グリーン成長基本法第 48 条 67及び 同法

施行令第 38 条 68において、適応計画の策定が規定されている。低炭素グリーン成長基

本法第 48 条では政府の適応の基本的な方針を示しているが、施行令第 38 条では、よ

り具体的に適応計画の策定方針を示している。以下に施行令第 38 条の内容を示す。 

 

＜低炭素グリーン成長基本法施行令第 38 条： 

気候変動影響評価と適応計画策定（仮訳）＞ 

1. 環境部長官は低炭素グリーン成長基本法第 48 条の規程により、以下の事項を含めた気候

変動適応計画を関係部処庁の長官と協議し、5 年単位で策定すること 

 気候変動適応に関連する国際条約等に関する事項 

 気候変動の監視・予測やそれら情報の提供・活用に関する事項 

 気候変動影響と脆弱性評価に関する事項 

 分野別・地域別の気候変動適応策に関する事項 

                                                           
67 低炭素グリーン成長基本法（英語）: http://climateobserver.org/wp-content/uploads/2015/05/South-Korea-
Framework-Act-on-Low-Carbon-Green-Growth-2010.pdf 
68低炭素グリーン成長基本法施行令（韓国語のみ）: http://ccas.kei.re.kr/law/law.do 
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 気候変動に伴う災害予防に関する事項 

 低炭素グリーン成長基本法第 58 条の規程による低炭素型のライフスタイル（グリーン

ライフ）促進に関する活動と気候変動適応策の連携の推進に関する事項 

 その他、気候変動適応に関して、環境部長官が必要と認める事項 

2. 関係部処庁長官及び広域自治体 69の知事は、第 1 項の規程による適応計画に基づいて、詳

細施行計画を策定すること 

 

 低炭素グリーン成長基本法第 48 条及び同法施行令 38 条に基づき、2010 年 4 月に適

応計画に相当する国家気候変動適応マスタープラン2011-201570が関係部処庁合同（13
部処庁）により策定された。さらに、2015 年 12 月には 第 2 次国家気候変動適応マス

タープラン 2016-202071が関係部処庁合同（20 部処庁）により策定されている。 

 次節以降に、韓国の適応計画の進捗管理方法・体制の詳細を説明する。 

  

                                                           
69 日本における都道府県、政令指定都市に相当する 17 の地方公共団体 
70 国家気候変動適応マスタープラン 2011-2015（韓国語のみ）: 
http://www.climateforum.or.kr/board/board.jsp?mode=view&bbs=sub4_1&seq=766 
71 第 2 次国家気候変動適応マスタープラン 2016-2020（韓国語のみ）：http://webbook.me.go.kr/DLi-
File/091/023/006/5603591.pdf 
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6.2. 適応政策の体制 

 韓国の適応政策は環境部が主導している。環境部局長を委員長とし、各分野の適応

策を所管する関係部処庁の局長によって構成される気候変動適応関係部処庁協議会を

設置し、適応計画に相当する国家気候変動適応マスタープランを策定・実施している。 

 国家気候変動適応マスタープランの策定に併せて、各部処庁は所管する分野の適応

策に関する 5 ヶ年の詳細施行計画と年次詳細施行計画を策定している。年次詳細施行

計画については毎年度、各部処庁が自己評価を行い、評価結果を反映させて次年度の

詳細施行計画を策定している。 

関係部処庁の課長と専門家等で構成される適応実務委員会は半期ごとに会議を開催

し、各部処庁の詳細施行計画の点検・評価を行っている（図表 6.2-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6.2-1 適応政策の実施体制（各種資料より作成） 

  

各部処庁 
・気候変動適応マスタープランの策定に併せ
て、所管する分野の 5 ヶ年の詳細施行計画と
年次詳細施行計画を策定 

・毎年度、所管する詳細施行計画の自己評価を
実施 

 

適応実務委員会 
・関係部処庁の課長、専門家等

で構成 
・各部処庁が所管する詳細施行
計画の実施状況の点検・評価 

 

気候変動適応関係部処庁協議会 
・環境部局長を委員長に、関係部処庁の

局長で構成 
・国家気候変動適応マスタープランの策
定・実施主体 

詳細施行計画の
実施状況報告 

点検・評価結果
の報告 
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6.3. 国家気候変動マスタープラン 2011～2015 と第 2 次国家気候変動適応マスタ

ープラン 2016～2020 における進捗管理の方針 

6.3.1. 国家気候変動マスタープラン 2011～2015 における進捗管理の方針 

2010 年 4 月に策定された国家気候変動適応マスタープラン 2011-2015（以下、第 1 次

マスタープラン）は、健康、災害、農業、森林、海洋・水産、水管理、生態系、気候

変動の監視・予測、産業・エネルギー、教育・国際協力の 11 分野を対象としており、

各分野、以下のような体系・階層構造で施策内容を提示している。 

 

分野－ 目標－  主な課題－ 5 年後に期待される成果－ 対策－   推進課題－ 細部課題 

（数個ずつ）（数個ずつ） （5～10個程度）    （1～5個程度）（数～10個程度）（数個程度） 

 

各分野、文章による対策の説明の後に、対策及び推進課題・細部課題の一覧表（図

表6.3.1-1）と、推進課題・細部課題の5ヶ年の工程表（図表6.3.1-2）を提示している。 

 

図表 6.3.1-1 防災分野の対策、推進課題・細部課題の一覧  

対策 推進課題・細部課題 備考 
Ⅱ－1 

防災体系 

ア．気候変動に伴う自然災害危険度の分析 

‐主な災害類型別に気候変動脆弱性評価体系を構築 

‐地域安全度及び水防施設脆弱性評価のための危険診断技術を
開発 

従来の 

ものを 

補完 

イ．気候変動対応防災基準・制度の強化 

‐防災施設の防災基準を再設定 

‐気候変動に対応する地区単位の防災力量を強化 

‐国土開発計画と連携した防災制度を強化 

‐企業の災害軽減活動に対する支援制度を活性化 

従来の 

ものを 

補完 

ウ．災害保険の活性化 

‐風水害保険活性化のためのインフラの構築 

‐風水害保険の商品競争力を高め、領域を拡大 

‐風水害保険に国家再保険制度を導入 

従来の 

ものを 

補完 

国家気候変動適応マスタープラン 2011-2015, p.38 
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図表 6.3.1-2 防災分野の推進課題「気候変動に伴う自然災害危険度の分析」の工程表 

課題 5 か年（2011 年～2015 年） 
’11 ’12 ’13 ’14 ’15 

○主な災害類型別脆弱性評価体系の構築 
‐主な災害類型別脆弱性指標の開発      
‐主な災害類型別脆弱性評価方法論の開発      
‐韓国に適した災害脆弱性評価体系の構築      
‐脆弱性地図の構築      
○地域安全度及び水防施設危険診断技術の開発 
‐複合災害に対する脆弱性評価      
‐地域安全度など危険診断技術の開発      

国家気候変動適応マスタープラン 2011-2015, p.41 
 

第 1 次マスタープランでは、「Ⅳ.推進体制及び今後の計画」の「3.適応対策評価方法」

及び「4.今後の計画」において、基本的な報告・評価の手順を示している。以下にそ

の内容を示す。 

 

＜第 1 次マスタープランにおける進捗管理に関する記載（仮訳）＞ 

1．推進体制及び今後の計画 

■「気候変動適応関係部処庁協議会」の構成及び運営 

 （役割）国家気候変動適応マスタープランを推進 

 国家気候変動適応マスタープラン及び詳細施行計画を策定・実施し、進捗評価など適
応関連政策に関する主な意思決定を行うとともに、専門家の意見を集約する。 

 （構成）国家気候変動適応マスタープランに関連する 13 部処庁の局長 

 （運営）定期（半期）及び必要時に随時会議を開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■関係部処庁及び地方自治体の適応実務委員会の運営 

 （役割）実務協議を行い、国家気候変動適応マスタープランの点検・評価を実施 

 分期別会議を開催し、各部処庁所管の適応策の実施状況を分析・評価する。 

 （構成）国家気候変動適応マスタープラン 13 省庁の課長及び専門家 

 国家気候変動適応マスタープラン各分野の専門家及び省庁が求める者の参加が可能で

文化 

体育 

観光部 

気候変動適応関係省庁協議会 

委員長：環境省局長 

委員：関係省庁局長 
 

企画 

財政部 

教育 

科学 

技術部 

環境

部 
行政 

安全部 

農林 

水産 

食品部 

知識 

経済部 

国土 

海洋部 

消防 

防災 

庁舎 

保健 

福祉部 

農村 

振興 

庁舎 

山林庁 気象庁 
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ある。 

■国家気候変動適応マスタープランの推進基盤の補完 

 部処庁別に国家気候変動適応マスタープラン推進に必要な法令を改定し、制度を整備 

 部処庁別に国家気候変動適応マスタープラン推進に必要な予算を確保し、組織を強化
する。 

※広域自治体の詳細施行計画策定に必要な予算に対し国庫支援を行う（環境部） 

 「国家気候変動適応センター」（韓国環境政策・評価研究院）の運営を活性化 

 中央省庁及び地方自治体の詳細施行計画の策定及び推進を支援する 

２．主体別役割 

■部処庁 

 （関係部処庁）詳細施行計画を策定（2010 年末まで）、自己評価を行い、次年度の詳
細施行計画を総括省（環境部）に提出（毎年） 

 （総括省庁）毎年各省庁の詳細施行計画及び実施結果を総合評価 

 地方自治体が分野別に脆弱性評価を行い、対策を策定するためのマニュアルを開発し、
履行状況を評価する（関係部処庁の協力） 

■地方自治体 

 広域地方自治体は 2011 年上半期までに詳細施行計画を策定 

 詳細施行計画推進事項及び次年度の計画を総括省（環境部）に提出する。 

 地域の特性を考慮し、適応策の実需要者である地域住民との疎通を強化 

 地域住民の実生活と結びついた具体的な事業を発掘し、推進する。 

■一般国民 

 部処庁及び地方自治体の適応策・詳細施行計画の推進に協力 

 国家気候変動適応マスタープラン推進への関心と実生活における適応を実践 

３．適応対策評価方法 

■部処庁及び地方自治体の自己成果評価の実施 

 （自己評価）該当部処庁及び地方自治体は、詳細施計画の実施状況について自己評価を
実施 

 （総合評価）総括省は部処庁及び地方自治体の実施状況の評価結果を報告書として発行
（国民に公開） 

■総合報告書の発行及び成果評価会の開催 

 3 年次及び 5 年次に部処庁別成果を総合評価した報告書を発行 

 関係部処庁及び地方自治体の実務担当者を中心に半期ごとに成果評価会を開催 

４．今後の計画 

 （対策の確定）国家気候変動適応マスタープラン国務会議に報告・確定 

 （対策の補完）毎年実施状況の評価結果と科学技術の進展及び社会経済条件の変化など
を反映させ、適応策を補完 

 5年単位で国家気候変動適応マスタープランを見直し、推進する 

 2011年度の地方自治体に対する詳細施行計画策定支援計画を検討する 
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6.3.2. 第 2 次国家気候変動適応マスタープラン 2016～2020 における進捗管理の方針 

2015 年 12 月には国家気候変動適応マスタープラン 2011-2015 の改訂となる第 2 次国

家気候変動マスタープラン 2016-2020（以下、第 2 次マスタープラン）が関係部処庁合

同により策定されている。 

第 1 次マスタープランは環境部を中心に 13 部処庁合同で策定されていたが、第 2 次

マスタープランでは、環境部を中心とした 20 部処庁合同で策定されている（図表

6.3.2-1）。 

 

図表 6.3.2-1 第 2 次マスタープランの実施体制 

第 2 次国家気候変動適応マスタープラン 2016-2020, p.159  

 

第 1 次マスタープランでは 11 分野を対象に個別分野ごとに適応策を提示していたが、

第 2 次マスタープランでは、個別分野の適応策を提示する方法はとられておらず、以

下の 5 つの政策課題を挙げ、それぞれの課題に対応する適応策を提示している。 

 科学的な気候変動リスク管理システムの構築 

 気候変動に対して安全な社会の構築 

 気候変動を活用した産業界の競争力強化 

 持続可能な自然資源管理 

 国内外の適応政策実施基盤の構築 

巻末には上記の 5 つの政策課題に対応する適応策を、予算や工程、所管部処庁とと

気候変動適応関係部処庁協議会 

委員長：環境部局長 

委員：関係部処庁局長 
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もに示されている（図表 6.3.2-2）。 

 

図表 6.3.2-2 第 2 次マスタープランの適応策の一覧表 

（科学的な気候変動リスク管理システムの構築の例） 

 

 

 

  

 

 

 

 

第 2 次国家気候変動適応マスタープラン 2016-2020, p.166 

 

進捗管理の方針については、第 2 次マスタープラン要約において、以下が示されて

いる。 

 

＜第 2 次マスタープラン要約における進捗管理に関する記載（仮訳）＞ 

 目的：国・地域単位の気候変動の影響と脆弱性、リスクの情報共有と効果的な資源配分

により気候変動適応を達成すること 

 方法：毎年、各部処庁や自治体の詳細施行計画の推進に関する指標ベースの自己評価と

総合評価を実施 

 自己評価：関連部処庁や自治体の実務担当者を中心に、毎年の詳細実施計画の実施評価

会を開催 

 総合評価：総括部署（環境部）が 3 年次と 5 年次に部処庁と自治体の実施成果に関する

総合評価報告書を発行 

 協議体：環境部長官を中心に、国家気候変動適応対策に関連する 20 部処庁局長で構成。

定期（半年）と随時（必要に応じて）に会議を開催 

 

適応策 

2016 年の予算

（億ウォン） 工程 所管部処庁 備考 
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基本的な進捗管理の方針は第 1 次マスタープランと同様であるが、違いとしては、

実施体制を 13 部処庁から 20 部処庁に強化したこと、また、指標ベースで進捗評価を

行うことを定めていることである。マスタープランの中では、進捗評価指標の方針に

ついて具体的に明示されていないものの、主要な進捗評価指標の一覧表が提示されて

いる（図表 6.3.2-3）。適応策のアウトカムよりも、適応策のアウトプットを測る進捗評

価指標が設定されている。 

 

図表 6.3.2-3 第 2 次マスタープランの主要な指標 

第 2 次国家気候変動適応マスタープラン 2016-2020 要約, p.5 

 

指標 指標 

気候変動

シナリオ

の高度化 

気候変動

の脆弱性

マップの

構築 

気候変動

対応品種

数 

適応計画

策定企業

数 

適応に関

する共同

データベ

ース 

遺伝資源

データベ

ースの登

録数 

気候変動

に脆弱な

集団のデ

ータベー

ス 

適応地域

社会モデ

ル 

洪水ハザ

ードマッ

プ 

適応に関

する南北

協力事業 

AR5 ベース

（全球） 
AR6 ベース

（朝鮮半島） 
147 種 200 種 

AR5 ベース AR6 ベース 46 社 100 社 

構築 

構築 

42,765 件 48,000 件 

地域別 普及・拡散 

19％ 64％ 10 事業 
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低炭素グリーン成長基本法では、地方自治体に詳細施行計画を策定することを義務

付けている。環境部局長は毎年、地方自治体の詳細施行計画の進捗確認を行い、マス

タープランの 3 年次及び 5 年次に実施結果をまとめた総合評価報告書を作成すること

が第 1 次及び第 2 次マスタープランで示されている。 

環境部による地方公共団体の詳細施行計画策定に対する支援としては、適応策検討

マニュアルや専門家チームの運営、地域の脆弱性マップの作成、脆弱性評価ツールの

開発等が挙げられる。また詳細は不明であるが、詳細施行計画策定に必要な予算に対

する国庫支援も第 1 次マスタープランにおいて示されている。 
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6.4. 進捗評価手法検討のプロセス 

 進捗評価手法検討のプロセスについて、第 1 次マスタープラン及び第 2 次マスター

プランでは記載は見られない。2016 年 6 月に策定された各部処庁の 5 ヶ年の詳細施行

計画 72においても、第 2 次マスタープラン 2016-2020 の政策課題ごとに、図表 6.4-1 に

示すような進捗評価指標の一覧表が提示されているものの、進捗評価指標の構築方法

等に関する記載は見られない。英国やドイツのように、進捗評価手法の検討プロセス

において大規模に有識者や大学・研究機関等を巻き込む形はとられておらず、比較的

行政主体で検討が進められている印象がある。 

 

図表 6.4-1 各部処庁の 5 ヶ年の詳細施行計画における指標の一覧表の一部 

 

 

 

 

 

 

 

 

各部処庁の 5 ヶ年の詳細施行計画, p.5 

  

                                                           
72 各部処庁の 5 ヶ年の詳細施行計画（韓国語のみ）: 
https://opengov.seoul.go.kr/sanction/9105477?fileIdx=2#pdfview 

指標 目標 現在 2020 年 

https://opengov.seoul.go.kr/sanction/9105477?fileIdx=2#pdfview
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6.5. 進捗評価の実施状況 

 低炭素グリーン成長基本法施行令第 38 条において規定されているように、第 1 次及

び第 2 次マスタープラン策定後、各部処庁は 5 ヶ年の詳細施行計画と年次詳細施行計

画を策定している。 

各部処庁の年次詳細施行計画 73では、適応策の詳細な説明の後に、図表 6.5-1 のよう

な年間工程表が示されている。各部処庁は年次詳細施行計画に記載されている適応策

の実施状況の自己評価を行い、評価結果を基に、次年度の年次詳細施行計画を策定し

ている。 

 

図表 6.5-1 各部処庁の年次詳細施行計画における適応策の年間工程表 

 

 

 

 

 

 

各部処庁の年次詳細施行計画, p.13 

 

第 1 次マスタープランの進捗評価については、第 2 次マスタープランの一節「第 1
次マスタープランの実施状況・課題」において文章によりごく簡単に報告されている

ものの、第 1 次マスタープランにおいて定めていた 3 年次と 5 年次の総合評価報告書

そのものは公表されていない。 

第 1 次マスタープランの実施状況・課題の概要を以下に示す。 

 実施状況 
 健康分野：健康影響の監視システムの構築をし、健康被害を最小限に抑え

るために情報提供を行った。温熱・寒冷疾患のモニタリングシステムやビ

ブリオ菌監視網等の構築を行った。 

                                                           
73 各部処庁の年次詳細施行計画（韓国語のみ）: 
https://opengov.seoul.go.kr/sanction/9105477?fileIdx=1#pdfview 
 

適応策 2016 年の工程 備考 
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 農業・水産業分野：気候変動の監視システムの構築、気候変動適応品種や

水産資源管理技術の開発を行った。農作物の品種別の脆弱性マップの作成

や、漁場環境モニタリングシステムの構築、高温耐性品種の開発用を行っ

た。 
 水管理分野：安定用水の確保と健全な水質管理のために、水資源のモニタ

リング及び管理システムの運営を行った。洪水警報システムの構築や低影

響な開発手法の導入を行った。 
 災害分野：気候変動による影響を受けやすい地域の特定や施設の管理基準

や関連制度の強化を行った。地下の浸水被害防止の設計基準の導入や急傾

斜地の定期点検の義務付け等を行った。 
 森林生態系分野：森林病害虫管理システムの構築や保護対象種の指定促進

を行った。 
 沿岸域分野：社会基盤施設の脆弱性分析の手法の開発促進や関連制度の整

備・改善を行った。施設ごとの防災基準の整備や沿岸施設の設計基準の改

善を行った。 
 産業分野：産業分野の気候変動リスク評価ツールの開発・普及や、適応関

連産業の育成基盤の構築を行った。地域産業に対する気候情報サービスの

提供や風水害保険の導入を行った。 
 インフラストラクチャー・国際協力分野：自治体に対する支援や途上国支

援などの国際協力体制の構築を行った。第 1 次マスタープランに基づき、

地方公共団体ごとの詳細施行計画が策定された。 
 監視・予測：気候変動の標準シナリオの開発と、自治体が詳細施行計画策

定時に検討できるように、各地域の気候予測資料を提供した。 
 課題 

 科学的基盤：韓国の気候変動シナリオの開発など、需要者側が必要とする

情報と情報を提供する方法が不足していた。多くの自治体が、気候変動政

策の検討に必要な情報が不足していることを課題として挙げていた。 
 社会的安全：異なる脆弱性の階層を考慮した適応策が不足していた。気候

変動影響の種類を考慮した防災システムの整備が不十分であった。 
 産業界の競争力：産業部門が実施する適応策が不十分であった。適応ビジ

ネスの国外への進出を支援する方法が不足していた。 
 生態系管理：気候変動に対応した具体的な生態系の保全・復元・管理対策

が不足していた。 
 政策・法：予算などの制度的基盤が弱く、政策の実効性の担保に限界があ

った。適応策の評価が困難であった。 

また第 2次マスタープラン及び同マスタープランを受けて策定された各部処庁の 5ヶ
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年の詳細施行計画では、図表 6.3.2-3と図表 6.4-1に示したような進捗評価指標の一覧が

提示されているが、進捗評価指標を使った具体的な評価手法等は両報告書において明

記されていない。 
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7. まとめ 

 

本調査では、諸外国における適応計画の策定・進捗管理の動向として、OECD 及び

欧州環境庁（EEA）の報告書から OECD 加盟国及び欧州各国の適応計画の策定・進捗

管理の状況や課題を整理するとともに、実際に進捗管理のフェーズにある英国、ドイ

ツ、フランス、米国、韓国の 5 ヶ国を対象とし、各国政府の報告資料・ウェブサイト

等から、計画の実施及び進捗管理の体制、進捗管理の方法やその検討プロセスを詳細

に整理した。 

OECD 及び欧州環境庁の報告書によると、先行して適応計画を策定した国において

は、進捗管理の実施体制の構築や指標を用いた進捗評価手法の構築・実施が進められ

ている。また、適応計画の進捗管理については、環境を担当する省庁が関係省庁と調

整をして行っている例が多く、各国とも定期的に進捗状況の把握や評価が行われてい

る。一方、進捗管理の方法を構築するに当たっての主な課題としては、気候変動影響

の不確実性、長期的なタイムスケール、普遍的な目標（緩和の分野で言う温室効果ガ

ス排出量や削減量）設定の困難さ、適応策がもたらす効果の把握の困難さ、利用可能

なデータの制約等があり、各国においては、適応策のアウトカムの評価を行うことが

できるよう、その指標化も含め、引き続き検討がなされている。 

英国、ドイツ、フランス、米国、韓国の 5 ヶ国の詳細な調査からは、総体的には、

適応政策の体制構築、進捗評価手法の検討、進捗評価の実施に関して、国ごとの体制

や手法の違いはあるものの、適応計画の実施と進捗管理を今後継続的に進めていくた

めの基礎的な仕組みが構築され、進捗管理に必要な具体的な指標の検討とこれを用い

た評価の試行が進みつつあることが明らかとなった。 

英国では、気候変動法に基づき適応計画が政府により策定され、また、適応に関す

る進捗の評価を行う適応小委員会の設置が規定されており、最初の法定報告書である

進捗評価報告書を公表している。有識者を中心に構成される適応小委員会が、適応計

画の主導役である環境食料農村地域省とともに進捗評価方法の検討や進捗評価の実施

の要を担っていること、進捗評価方法の検討では適応小委員会や大学・研究機関等に

よる多数の進捗評価指標の詳細分析（数年に亘り年次報告書として公表）及びパブリ

ックコメントが経られていること、さらに実際の評価では、各分野で重要かつ進捗の

測定が可能な要素を優先的適応（計 39）として設定し、これを計画の有無・施策の実

施状況・脆弱性の状況の 3 つの観点で評価していることなどが特徴として挙げられる。

3つの観点での評価には、適応策の実施主体（関係省庁）からの適応策の実施状況の回

答に加え、適応小委員会が設定した進捗評価指標（曝露・脆弱性・適応行動・実影響

の 4 種類）も活用した評価が行われている。評価の枠組み・指標体系は、他の国に比
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べかなり複雑な構造を呈し、指標による評価に数多くのデータの集約・分析等、相当

の労力を要していると考えられる。 

ドイツは、法による規定はないが、適応計画の中で指標を活用した進捗評価報告書

の作成や進捗評価の実施機関としての政府内適応ワーキンググループ（全省庁の代表

で構成）の設置について述べ、これに基づき、最初のモニタリング報告書及び進捗報

告書（進捗報告書は第 2 次適応計画と一体となっている）が作成・公表されている。

英国と同様、指標検討には力を入れており、指標構築に係るプロジェクトの立ち上げ

後、6年の歳月をかけて関係省庁や有識者を交え進捗評価指標を詳細に検討している。

影響指標・応答指標の 2 種類の指標を用いてそれらのトレンドを図表等で報告するモ

ニタリング報告書（環境庁と気候影響・適応センターが作成）と、適応計画で示され

た分野横断的な適応策の実施状況（実施中止、継続中、完了等）を評価した進捗評価

報告書（政府内適応ワーキンググループが評価実施）の 2 つの報告書で進捗管理がな

されている点が特徴である。なお、影響指標・応答指標は、英国の曝露・脆弱性・適

応行動・実影響の 4 種類の指標をやや単純化したものと捉えることができる。 

フランスは、環境グルネル法が適応計画の根拠法であるが、進捗管理についての規

定はなく、適応計画の中で国立温暖化影響観測所による毎年の適応策進捗状況のモニ

タリングや進捗評価を行う適応計画評価委員会（行政機関や有識者で構成）の設置等

の方針が述べられている。これに基づき、年次モニタリング報告書、中間評価報告書、

最終評価報告書が作成・公表されている。いずれの報告書でも、用いられている指標

は適応策のアウトカムでなくアウトプットに着目したもの（例：報告書の公表数、教

育訓練の実施数等）が中心であり、英国やドイツの指標に比べかなりシンプルな考え

方がとられていること、また、これらの指標は、適応計画の中で関係省庁があらかじ

め設定していたものであること等が大きな特徴である。モニタリング報告書では各分

野の個々の適応策ごとに実施主体への確認結果を踏まえた実施率が報告され、評価報

告書では分野ごとの総括的な実施率の報告や今後の課題等が示されている。なお、当

初は中間評価・最終評価とも適応計画評価委員会が実施することとなっていたが、そ

の後、最終評価についてはエコロジー・持続可能開発・エネルギー省の内部監査機関

が実施することに変更となっており、このような内部監査機関の関与も特徴の一つで

ある。さらに、フランスでは、計画の実施・進捗管理の体制として関係省庁間の連

携・調整を目的とした機関が設置されていない点も特徴的である。 

米国は、上記欧州 3 ヶ国とは大きく様相が異なる。もともと、政府全体としての適

応計画は存在せず（政府関係機関の間の調整を担う委員会は設置されている）、大統領

令に基づき、ホワイトハウス環境諮問委員会により実施指針が示され、各政府関係機

関が個別に適応計画を策定する形がとられているため、具体的な進捗評価手法も各政

府関係機関に委ねられている点が大きな特徴である。大統領令では、各政府関係機関
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が毎年改訂する「戦略的かつ持続可能な行動計画」の一部として適応計画の進捗状況

を報告することを規定しており、実際に計画を策定した 33 機関のうち 12 機関が計画

の進捗管理の方針を提示、11 機関が実際に適応策の進捗評価指標を設定して評価を実

施した結果を公表している。設定された進捗評価指標は、適応策の実施状況に着目し

たものが中心となっている。 

韓国は、低炭素グリーン成長基本法が適応計画の根拠法であり、施行令に詳細施行

計画の策定に関する規定があるが、より具体的な進捗管理の方法については適応計画

（マスタープラン）の中で述べている。各省庁は 5 ヵ年の詳細施行計画と年次詳細施

行計画を策定するとともに、毎年度、年次詳細施行計画を自己評価し、その結果に基

づき次年度の詳細施行計画を策定、また、3 年次及び 5 年次に総合評価報告書を作成す

る等の方針が示されている。これに基づき、第 1 次マスタープラン策定後、各省庁の

年次詳細施行計画と総合評価報告書が作成され、さらに、第 2 次マスタープラン策定

後も各省庁の年次詳細施行計画が作成・公表されている。第 2 次マスタープランでは、

適応策の実施状況を測る主要な進捗評価指標を挙げており、これは、フランスや米国

と同様、適応策のアウトカムでなくアウトプットに着目したもの（例：洪水ハザード

マップの整備率、適応計画策定企業数等）が中心となっている点が特徴である。また、

マスタープランの策定や進捗評価を行う機関として、気候変動適応関係部処庁協議会

（関係省庁の局長で構成）、適応実務委員会（関係省庁の課長、専門家で構成）がある。 

今回参照した各国政府の報告資料・ウェブサイト等の情報からは、以上のように、

各国とも様々な形態はあるものの、適応計画の進捗管理がなされていることが明らか

となった。一方で、例えば適応計画の進捗管理において、進捗評価指標の設定や把握

に具体にどのような苦労が生じているか、進捗評価の結果が適応策の立案にどの程度

役立てられようとしているか等、実効性に関するより詳細な実態が明らかではない部

分もあり、公表資料上に表れない実態があることに留意が必要である。 

今後、我が国における適応計画の進捗管理方法の検討においては、以上の諸外国の

状況を勘案しつつ、我が国の実態に即した実効性ある方法を検討していくことが重要

となる。 

 

 


